
 

2411 
 
 
 
 

プレディア神⼾舞⼦レジデンス 
重要事項説明書 添付図書 

 
 
 

不動産売買契約書（⾒本）  ·····················································································  1 
敷地範囲説明図  ········································································································  9 
都市施設区域図  ······································································································  10 
神⼾市 砂防三法・⼟砂災害防⽌法指定区域図  ···················································  11 
⼟砂災害・洪⽔ハザードマップ  ···········································································  12 
⾼潮ハザードマップ  ·······························································································  13 
⻑⾕⼯プレミアムアフターサービス規準特約条項  ·············································  14 
J:COMサービス提供に関する覚書（案）  ····························································  18 
集合住宅⼀括契約に関する覚書（案） ··································································  23 
共⽤部Wi-Fiの利⽤に関する契約書（案）  ························································  29 
J:COMブックス施設向け利⽤に関する覚書（案）  ·············································  35 
給湯延⻑保証サービスについて  ···········································································  43 
越境覚書（写）  ······································································································  44 
埋設物図  ··················································································································  47 
隣接地位置図  ··········································································································  48 
越境物に関する協定書Ⓐ（写） ·············································································  49 
越境物に関する協定書Ⓛ（写）  ···········································································  55 
越境物に関する協定書Ⓜ（写） ·············································································  60 
越境物に関する協定書Ⓞ（写）  ···········································································  65 
越境物に関する協定書Ⓟ（写）  ···········································································  70 
越境物に関する協定書Ⓠ（写）  ···········································································  76 
越境物に関する協定書Ⓡ（写）  ···········································································  81 
越境物に関する協定書Ⓢ（写）  ···········································································  86 
⼟地使⽤貸借契約書（写） ·····················································································  91 
⼟地使⽤貸借契約の承継届（案）  ········································································  97 



2411 

 

1 

 

  

 

不 動 産 売 買 契 約 書 

（集合住宅） 

売買物件 

 名  称  プレディア神戸舞子レジデンス 

 専有部分  居 宅  部屋番号 
    

号 
 

タイプ （専有面積は末尾別表記載のとおり) 

 本文第4条による共有持分  （末尾別表記載のとおり) 

 

  売   買   代   金 
           

円也  

内 

訳 

土 地 代 金  （ 非 課 税 ） 
           

円也 
建 物 代 金 に含 まれる  

消費税および地方消費税 

建 物 代 金  （ 税 率 1 0 ％ ） 
           

円也 
          

円也 

売
買
代
金
の
支
払
方
法 

手    付    金  
           

円也 支払期日 本  契  約  締  結  日 

第 1 回 中 間 金   
          

円也 支払期日     年   月   日 

第 2 回 中 間 金  
          

円也 支払期日     年   月   日 

残    代    金  
          

円也 支払期日 2 0   年   月   日 

 

借
入
申
込
額 

ホ ー ム ロ ー ン 
           

円也 

第 22 条 に定め るフラット 3 5 
          

円也 

 

重要事項説明日 2 0    年    月    日  引渡予定日 2 0   年   月   日 

買主と売主とは、標記および末尾記載の売買物件（以下「売買物件」という｡)の売買に関し本契約を締結し、その証として契約書1通を作成し、買主

および三菱地所レジデンス株式会社記名押印のうえ、買主がこれを保有し、売主はその写しを保有する。 

2 0   年   月   日 

 

 

買主 

 

住所                                    

 

 

氏名                                  印 

買主 

 

住所                                    

 

 

氏名                                  印 

売主 

 

 

東 京 都 港 区 芝 五 丁 目 3 4 番 6 号 

Ｊ Ｒ 西 日 本 プ ロ パ テ ィ ー ズ 株 式 会 社  

代 表 取 締 役   森   克 明 

兵庫県神戸市中央区中町通二丁目1番18号   

売主 

および 

販売 

代理人 

適 格 請 求 書 発 行 事 業 者 登 録 番 号  

T5010001034875 

東 京 都 千 代 田 区 大 手 町 一 丁 目 9番 2号  

三 菱 地 所 レ ジ デ ン ス 株 式 会 社 

取 締 役 社 長   宮 島  正 治 

大 阪 府大 阪 市 北 区 天満 橋 一 丁 目8番30号 執 行 役 員 

近 畿 支 社 長 
山 際  和 彦 

常 務 執 行 役 員  

関 西 支 店 長  
伊  藤    潔     印  

  

宅地建物取引士・登録番号 

 

 

                                     

                                          

 

印 紙 
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契約条項 

 

第1条（売買の目的物と売買代金）  

売主は売買物件を標記売買代金（以下「売買代金」という｡) で買主に売り渡し、買主はこれを買い受ける。 

 

第2条（手付金） 

1 買主は標記手付金（以下「手付金」という｡) を、本契約締結と同時に売主に支払い、売主はこれを受領した。 

2 手付金は、次条の残代金支払いの際に、売買代金または第7条第1項の諸費用の一部に充当し、これには利息を付さない。 

3 買主および売主は、相手方が本契約の履行に着手するまでは、買主は手付金を放棄することにより、売主は以下の金銭の合計

を買主に現実に提供することにより、それぞれ本契約を解除することができる。 

(1) 手付金等受領済の金銭 

(2) 手付金と同額の金銭 

 

第3条（売買代金の支払方法等） 

1 買主は標記中間金および標記残代金（以下「残代金」という｡) を、標記各支払期日までに、売主の指定する方法にて売主に支払

う。以下、買主が売主に対して金銭を支払う場合には、売主の指定する方法によるものとする。 

2 買主が本契約に基づき売主に支払うべき金銭について以下の方法により売主に支払ったときは、売主は、買主に対して領収証を

発行しない。 

(1) 買主が売主または売主が指定する者の銀行口座に振込みにより支払いをおこなったとき。 

(2) 第22条に定める融資を買主が利用し当該融資金について売主が代理受領により支払いを受けたとき。 

 

第4条（売買物件の権利） 

1 売買物件の権利は、標記専有部分については区分所有権とし、末尾記載の敷地（以下「敷地」という｡) および共用部分等（以下

「共用部分等」という｡) については共有持分とし、末尾記載の建物（以下「建物」という｡) の区分所有者（以下「区分所有者」とい

う｡) 全員の共有に属するものとする。以下標記専有部分と敷地、共用部分等の権利を総称して「売買物件の所有権」という。 

2 買主の敷地および共用部分等の共有持分は、末尾別表記載のとおりとし、プレディア神戸舞子レジデンス管理規約（以下「規約」

という｡) に基づくものとする。 

 

第5条（売買対象面積）  

1 敷地の売買対象面積については末尾記載の実測面積とする。また、専有部分の売買対象面積は、売主の壁芯計算による末尾

別表記載の専有面積（以下「専有面積」という。）とする。ただし、専有部分の範囲は規約に定めるところによる。 

2 敷地について末尾記載の実測面積と将来の実測による面積とが相違しても買主売主互いに売買代金の増減を請求しない。 

3 専有部分について専有面積と内法計算による登記面積が異なることを買主は了承し、また専有面積と将来の実測による面積と

が相違しても買主売主互いに売買代金の増減を請求しない。  

 

第6条（仕様設計等）  

1 売買物件は、売主の定める仕様設計等による。 

2 売買物件について軽微な仕様設計等の変更がおこなわれる場合は、買主はその旨了承する。 

3 売買物件について仕様設計等の変更（前項の軽微な仕様設計等の変更および買主が希望した仕様設計等の変更を除く｡)がおこ

なわれた場合は、買主売主協議のうえ、売買代金を増減することができる。 

4 前項の協議が調わない場合、本契約はその効力を失うものとする。 

5 前項により本契約が失効した場合、売主は買主から受領した金銭を無利息にて買主に返還する。ただし、買主が売主に対して負

担すべき費用があるときは、売主は買主への返還金から当該費用を差し引くことができる。 

6 第4項の契約失効による損害については、売主、買主ともに相手方に対し何等請求をしない。 

 

第7条（所有権移転および引渡等） 

1 売買物件の所有権は、買主が売買代金および以下の諸費用（以下「諸費用」という。）の全額について支払いを完了したとき (た

だし、標記残代金支払期日（以下「残代金支払期日」という。）以前にその入金があったときは、残代金支払期日までの売主の指

定する日を支払完了日とする。) に、売主から買主に移転する（以下所有権の移転した日を「所有権移転日」という。）。 

なお、第18条の遅延損害金等の本契約に基づき買主が負担すべき損害金がある場合、当該損害金を諸費用とみなして本項の規 

定を適用するものとする。 

（1） 第10条の登記費用 

（2） 第11条第1項の収入印紙代 

（3） 第13条第2項の固都税分担金 

（4） 第22条第1項の融資に必要な費用 

（5） 第27条第5項の修繕積立基金および管理準備金 

2 売主は所有権移転後、標記引渡予定日までに買主に対し売買物件の引渡しをおこなう（以下引渡しをおこなう日を「引渡日」とい

う。）。なお、引渡しは売主の指定する場所および時間でおこなうことを買主は予め了承する。 

3 買主は売主から売買物件の引渡しを受けるまでは、売買物件を使用できない。また、買主は売主より売買物件の引渡しの提供を
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受けたときは、速やかにその引渡しを受ける。また、買主は売買物件の引渡しを受ける際には、売主所定の書面に記名押印のう

え、売主に提出する。 

 

第8条（引渡日および残代金支払期日の変更等） 

1 行政上の措置または工事上のやむを得ない事由、天災地変、経済情勢の変動、近隣対策上やむを得ない事由等、その他売主の

責めに帰すことのできない事由により、売買物件の全計画の完了時期が遅延する場合があること、またこれにより引渡日および

残代金支払期日が遅延する場合があることを買主は了承し、買主はこれに対し損害賠償の請求その他の異議を申し出ない。 

2 前項により引渡日および残代金支払期日が遅延する場合は、売主は売買物件の引渡予定日および残代金支払期日を改めて買

主に通知するものとし、この場合、買主は残代金および諸費用を、売主および売主の指定する者の請求に基づき、当該支払期日

までに支払う。 

3 第1項の事由によらず売買物件の完成が遅延し、標記引渡予定日までに売買物件の引渡しをおこなうことができないと売主が判

断した場合、売主は、2ヶ月を限度として、売買物件の引渡日および残代金支払期日を延期することができるものとし、買主は、あ

らかじめこれを了承する。 

4 前項に基づき売買物件の引渡日および残代金支払期日を延期する場合、売主は、標記引渡予定日までに売買物件の引渡しをお

こなうことができないと判断した後すみやかに、買主に対して書面にて、売買物件の引渡日および残代金支払期日を延期する旨

ならびに引渡日を延期する理由、延期後の引渡予定日および残代金支払期日を通知するものとし、この場合、買主は残代金およ

び諸費用を、売主および売主の指定する者の請求に基づき、当該支払期日までに支払う。 

5 前二項の場合、売主は、引渡日および残代金支払期日の延期にともない、買主に通常生ずべき損害であって現実に生じた経済

的な損害の範囲に限り、買主と協議のうえ補償するものとする。ただし、売買物件の完成遅延が売主の故意または重過失による

場合、売主による補償は、当該範囲に限らないものとする。 

 

第9条（登記手続等） 

1 売買物件の登記手続は、次のとおりおこなう。 

（1） 売主は区分建物表題登記および敷地権の登記ならびに共用部分等のうち登記が可能な部分について共用部分である旨の登

記をおこなう。 

（2） 所有権移転後速やかに、買主および売主は、標記専有部分につき、買主名義による所有権保存登記をおこなう。 

（3） 買主が売買代金または諸費用に充当する融資を利用する場合、買主は金融機関の規定に従い、売買物件につき前号の登記

とともに抵当権設定登記をおこなう。 

2 前項の登記は、売主の指定する司法書士および土地家屋調査士にておこなうものとし、買主は売主の指示に従い登記手続に必

要な書類を売主の定める期日までに提出するものとする。 

 

第10条（登記費用の支払） 

前条の登記手続に要する一切の費用は買主の負担とする。買主は、登記費用を残代金支払期日までに、売主または売主の指定

する者の請求に基づき売主の指定する者に支払い、後日確定の際、過不足がある場合は売主の指定する者との間で精算する。 

 

第11条（契約費用等の負担） 

1 本契約書および付帯する契約に貼付する収入印紙は、買主売主折半して負担する。 

2 本契約に基づく買主の債務の履行に要する切手・通信費・交通費・振込手数料等は、買主の負担とする。 

3 本契約が解除または失効した場合といえども、本条により買主が負担した費用は、買主に返還されない。 

 

第12条（危険負担） 

敷地および建物の一方または双方が、所有権移転日（ただし、買主の責めに帰すべき事由により所有権移転が遅れたときは、残

代金支払期日とする｡) 以前に、天災地変、その他買主または売主の責めに帰すことのできない事由により、滅失、または毀損した

ときは、その損害を売主が負担し次のとおり処理する。ただし、買主は売主に対して損害賠償の請求その他の異議を申し出ない。 

（1） 全部滅失したときは、本契約は当然に効力を失うものとし、売主は買主から受領した金銭を第6条第5項と同様に処理する。 

（2） 毀損（一部滅失を含む。）したときは、売主はこれを第6条第1項に規定する仕様設計等を基準として修復したうえで買主に引渡

し、これに伴い、修復に要する期間だけ売買物件の引渡しが延期される場合は、買主はこれを了承する。 

（3） 毀損の程度が甚大で、かつ修復に多額の費用を要すると売主が判断したときは、売主は本契約を解除し、第1号の規定により

処理する。 

 

第13条（固定資産税・都市計画税等の負担） 

1 売買物件に対する固定資産税・都市計画税(以下「固都税」という。) および電気・ガス・水道等の負担は、納税通知書または請求

書宛名名義の如何にかかわらず、所有権移転日が属する月の末日をもって区分し、所有権移転日が属する月の翌月以降の分

は買主の負担とする。また固都税の計算の起算日は4月1日とする。 

2 前項に基づき買主が負担すべき固都税分担金（消費税等を含む。以下「固都税分担金」という。）は、残代金支払期日までに、売

主に対し支払うものとする。なお、固都税の額が未確定の場合、買主は売主の概算による金額を支払うものとし、税額が確定した

後売主および買主でその差額を精算するものとする。当該固都税分担金には利息を付さない。また、引渡翌年の固都税の納税

通知書が売主宛に送付される場合の支払方法についても同様とする。 
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第14条（権利義務の譲渡禁止） 

買主は、売主が売買物件の引渡しをおこなうまでは、本契約に基づく権利義務を第三者に譲渡等することはできない。 

 

第15条（買主の通知義務） 

1 売買物件の引渡しまでに、買主がその氏名または住所を変更したとき、あるいは買主に本契約に重大な影響（破産等その他支払

に関して重大な影響を含む。）を売主におよぼす事実が生じたときは、買主はその旨をただちに売主に書面にて通知する。 

2 買主が正当な理由なく前項の通知を怠ったことにより、売主がおこなった通知、請求、催告または送付した書類が延着しまたは到達しな

かった場合には、通知、請求、催告または送付した書類は、通常到達すべきであったときに到達したものとみなす。また、買主が前項の

通知を怠ったことにより生じた売主または買主の不利益および損害は、買主が負担する。 

3 本契約に基づく買主から売主に対する通知は、売主を代表する三菱地所レジデンス株式会社へ到達したときをもって売主全員に

対して通知がなされたものとする。 

 

第16条（契約不適合責任等） 

1 売主は売買物件について、地上権、賃借権、抵当権その他買主の所有権の完全な行使を阻害する第三者の権利の付着してい

ない完全な所有権を、買主に移転する。 

2 前項の規定にかかわらず、買主は本契約および付帯する契約、その他法令または行政上の指導に基づく制限・負担、重要事項

説明書に記載された制限・負担、規約、各細則に基づく制限・負担の存することを了承し、買主は売買物件を第三者に譲渡等す

るときもこれらの制限・負担を当該第三者に承継させ、かつその後の承継人についても、逐次承継させる措置を講じる。 

3 売主は売買物件に種類または品質に関して本契約の内容に適合しない箇所（以下「契約不適合」という。）があるとき、または

それにより毀損を生じたときは、引渡日（敷地および共用部分等については、最後の購入者への引渡日）から2年以内に買主より

その旨が通知された場合に限り、民法第562条から第564条に定める責めを負う。 

4 前項の規定にかかわらず、住宅部分の構造耐力上主要な部分または雨水の浸入を防止する部分の契約不適合(構造耐力また 

は雨水の浸入に影響のないものを除く｡) については、売主は本契約の締結時期を問わず、売買物件が建設会社より売主に引

渡された日から10年間、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」第95条に定める責めを負う。 

5 前項の場合において売買物件引渡日より 2 年を経過した後に買主がその権利を行使するためには、買主は当該契約不適合

の事実を知った日から 1 年以内に売主に対し通知をおこなわなければならない。 

6 売主は第4項の契約不適合に関する措置として、「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」に基づき同法第11条に

定める住宅販売瑕疵担保保証金を次の供託所に供託する。ただし、本契約締結日が建設工事完了の日(建設会社から売主に引

渡された日)から起算して1年を経過する場合は当該措置を講じない。 

JR西日本プロパティーズ株式会社、三菱地所レジデンス株式会社： 

供託所の名称：東京法務局 

供託所の所在地：東京都千代田区九段南一丁目1番15号 

特定住宅瑕疵担保責任の履行に係る売主各社の負担割合 

JR西日本プロパティーズ株式会社・・・60％ 

三菱地所レジデンス株式会社・・・40％ 

 

第17条（アフターサービス） 

売買物件のアフターサービスは、別添「長谷工プレミアムアフターサービス規準特約条項」による。 

 

第18条（遅延損害金） 

買主は本契約に基づき売主に支払うべき金銭を所定の支払期日までに支払わないときは、支払期日の翌日から支払いに至るまで

の間、当該支払うべき金銭に対して年14.6％（年365日の日割計算）の割合による遅延損害金を、売主の請求に基づき所有権移

転日までに（ただし、売主が別途支払期日を指定する場合は、当該支払期日までに）売主に支払う。 

 

第 19 条（契約の解除および失効特約） 

１ 買主および売主は、相手方が本契約に基づく債務を履行せず、期限を定めた履行の催告に応じない場合には、本契約を解除で

きる。ただし、当該期限を経過したときにおける債務の不履行が本契約および取引上の社会通念に照らして軽微であるときはこ

の限りでない。 

2 買主が、残代金支払期日に残代金の全部または一部の支払いをしなかった場合で、残代金支払期日から3ヶ月経過した時点に

おいて以下の各号のいずれかに該当する場合には、残代金支払期日から3ヶ月を経過した日をもって本契約はその効力を失うも

のとする。ただし、残代金支払期日を3ヶ月経過した時点における債務の不履行が本契約および取引上の社会通念に照らして軽

微であるときはこの限りでない。 

(1) 売主が期限を定めた履行の催告および解除通知（以下「解除通知等」という。）を残代金支払期日から3ヶ月後までに買主に到

達させるよう合理的な範囲内で最大限努力したにもかかわらず、買主が正当な理由なく第15条第1項の通知を怠ったことによ

り、解除通知等が買主に到達しない場合。 

(2) 買主が届け出た住所地が日本国外である場合において、売主が、買主に対する解除通知等を、残代金支払期日から3ヶ月後

までに買主に到達することが合理的に期待できる時期に、合理的な範囲内で利用し得る最善の手段によって、買主が届け出

た住所地に向けて日本国内から発送した場合。 
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第20条（違約金） 

1 前条の解除または失効の場合には、本契約に基づく債務を履行しなかった者は、相手方に対して売買代金の2割に相当する額の

金銭を違約金として支払うものとし、相手方の請求に基づき相手方に支払う。ただし、債務の不履行がその責めに帰すべき事由

によらないものであるときはこの限りでない。 

2 前項に関し、買主の不履行によって本契約が解除され、または失効した場合には、売主は、買主から受領済の手付金等の金銭を

前項に定める違約金の全部または一部として充当し、買主から受領済の手付金等の金銭が前項に定める違約金の額を超える場

合には、買主から受領済の手付金等の金銭から買主が支払うべき違約金を控除して、その残額を無利息にて買主に対して、速

やかに返還する。また、売主が買主から受領済の手付金等の金銭が前項に定める違約金の額に満たない場合には、買主は売

主に対して、その差額をただちに支払わなければならない。 

3 第1項に関し、売主の不履行によって本契約が解除された場合には、売主は買主に対して、買主から受領済の手付金等の金銭お

よび第1項に定める違約金の合計額を支払うものとする。ただし、受領済の金銭の返還については、利息を付さないものとする。 

 

第21条（共同購入に関する特約） 

1 買主が売主より共有名義で売買物件を買い受ける場合には、買主は本契約に定める債権を共同して行使する。また、本契約に

関して生ずる買主の売主に対する債務は、各買主の連帯債務とする。 

2 本契約に基づく売主から買主に対しての履行の請求・通知・催告・引渡し等は、買主のうち一人に対しておこなうことにより、買主

全員に対して履行の請求・通知・催告・引渡し等がなされたものとする。 

3 買主のうち一名でも本契約に基づく債務を履行しなかったときは、買主全員が本契約に基づく債務を履行しなかったものとみなし

て、売主は第19条および第20条の規定を適用できる。 

4 買主は売買物件に対する各買主の取得する持分割合を、売主の指定する日までに、売主所定の書面にて売主に通知するものと

し、これに基づき第9条のうち該当する登記をおこなう。 

5 買主が前項の通知を怠ったことにより生じた登記の遅延等による不利益および損害は、買主の負担とする。 

 

第22条（融資利用の特約） 

1 買主がホームローン、フラット35(借入申込手続を三菱地所レジデンス株式会社を介しておこない、融資金を三菱地所レジデンス

株式会社が代理受領するものに限る。)を利用する場合には、買主は、本契約締結時に売主所定の書面にて利用する融資の内

容および金融機関を売主に申し出るものとし、本契約締結時または売主が指定する期日までに、売主に申し出た金融機関に対

し当該融資（以下「融資」という。）の申し込み手続きをおこなう。また、買主は融資実行に必要な手続き（融資実行に必要な登記

手続を含む。）を売主が指定する期日までにおこない、融資取次手数料およびその他融資に必要な費用を、残代金支払期日ま

での売主の指定する日に売主または売主の指定する者に支払う。 

2 買主は前項の融資金の受領権限を三菱地所レジデンス株式会社に付与し、三菱地所レジデンス株式会社は代理受領した当該

融資金を売買代金または第7条第1項の諸費用に任意に充当する。 

3 第1項に基づき買主が申し込み手続きをおこなう融資が買主の責めに帰すことのできない事由により実行される見込みがなく、

本契約の履行が困難となった場合は、残代金支払期日までは、売主または買主は本契約を書面にて解除することができる。な

お、解除手続きについては買主は売主の指示に従っておこなうものとし、売主は既に受領した金銭を第6条第5項と同様に処理

する。 

買主の責めに帰すべき事由による場合は、買主の違約とみなし、売主は期限を定めた履行の催告を要せず、買主に対して

書面による通知をおこなうことにより、本契約を解除することができる。ただし、残代金支払期日までに本契約が解除された場合

の違約金は、第20条にかかわらず売主が受領した手付金と同額とする。 

 

第23条（買替特約） 

1 買主が売買代金の一部に、買主所有の不動産(以下「売却物件」という。) の売却代金を充当することについて、売主所定の覚書に

より売主が承諾した場合には、買主は売主の指定する業者 (以下「指定業者」という。) に売却物件の専任媒介を委託する。 

2 指定業者に委託する売却物件の売買契約が成立する見込みがないことにより、本契約の履行が困難となった場合は、売主の定

めた解除申出期日までは買主は本契約を書面にて解除することができ、解除手続については売主の指示に従う。この場合、売主

は既に受領した金銭を第6条第5項と同様に処理する。 

 

第24条(買主の死亡による契約失効特約) 

1 所有権移転日の前日までに買主のうち一名でも死亡した場合、本契約はその効力を失うものとし、売主は買主から受領した金銭

を無利息にて買主の法定相続人に返還する。ただし、買主が売主に対して負担すべき費用があるときは、売主は返還金から当該

費用を差し引くことができる。 

2 前項にかかわらず、売主の定める期間内に他の買主または買主の法定相続人の一名もしくは複数名が売買物件を買い受ける旨

の申し出をおこなった場合は、売主は当該申し出をおこなった者と売買契約を締結することができる。 

 

第25条（反社会的勢力の排除） 

1 売主および買主は、それぞれ相手方に対し、本契約締結時および第7条第2項に定める売買物件の引渡時（以下「売買物件引渡

時」という。）において、次の各号の事項を確約する。 

（1） 自らまたは自らの役員（業務を執行する社員、取締役、執行役またはこれらに準ずる者をいう。）が、暴力団、暴力団関係企業、
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総会屋もしくはこれらに準ずる者またはその構成員（以下総称して「反社会的勢力」という。）ではないこと。 

（2） 反社会的勢力に自己の名義を利用させ、本契約の締結および履行をするものではないこと。 

2 売主および買主は、売買物件引渡時までの間、自らまたは第三者を利用して、本契約に関して次の行為をしないこと。 

（1） 脅迫的な言動または暴力を用いる行為 

（2） 偽計または威力を用いて業務を妨害し、または信用を毀損する行為 

3 買主は、自らまたは第三者をして売買物件を反社会的勢力の事務所その他の活動の拠点に供してはならない。 

4 売主または買主は、相手方が第1項から第3項のいずれかの規定に違反した場合、何ら催告を要せずして、本契約を解除すること

ができる。 

5 売主または買主は、前項の規定により本契約を解除した場合、相手方に対して、違約金として売買代金の2割に相当する額の金

銭を請求することができる。 

 

第26条（再売買予約） 

買主が前条第3項の規定に違反した場合において、売主が買主に対して、第1号の金額から第2号の金額を控除した金額を売買代

金として売買物件を買受けることを書面にて申し入れたとき、売主を譲受人、買主を譲渡人として売買物件の再売買に関する契約が

成立するものとし、買主は、売主から売買代金全額を受領するのと引換えに、売主に対して完全な売買物件の所有権を移転し、売

買物件を第三者の占有のない状態で引渡さなければならない（以下当該売買を「再売買」という。）。 

（1） 売主が指定する中立な第三者である不動産鑑定士による再売買時の売買物件の鑑定評価額 

（2） 再売買のために売主が負担する費用（登記費用、裁判費用、弁護士費用、前号の鑑定費用、売買物件を売買物件引渡時の

原状に回復する費用等） 

 

第27条（管理責任と費用負担） 

1 売買物件の管理責任は、引渡日（ただし、売主が引渡しの提供をしたにもかかわらず、買主が正当な理由なくその受領を拒んだ

ときは、売主が引渡しの提供をした日。) をもって売主から買主に移転し、他の区分所有者と全員で構成する敷地および共用部

分等の管理を目的とした団体「プレディア神戸舞子レジデンス管理組合」（以下「管理組合」という｡) の決定に従い、買主はその責

任と負担において売買物件を管理する。 

2 買主は管理組合が管理受託会社より｢マンションの管理の適正化の推進に関する法律｣第72条に基づく管理に関する重要事

項説明を受け管理委託契約を締結するまでの間、別添「プレディア神戸舞子レジデンス管理規約集（案）」に記載された内容で

売買物件の管理業務をＪＲ西日本住宅サービス株式会社に委託する。 

3 買主は規約および規約に基づき定められた各細則記載の条項を了承し、かつ売買物件の管理に関し別に定める承認書の各事

項を承認し売主およびＪＲ西日本住宅サービス株式会社に対し、当該承認書を提出するものとする。 

4 規約に定める管理費および修繕積立金その他費用については、所有権移転日より買主が負担し、管理組合またはその指定する

者に支払う。 

5 買主は第3項の承認書に定める修繕積立基金および管理準備金を、売主の請求に基づき残代金支払期日までに売主に支払い、

売主はこれを後日、管理組合に無利息にて納入する。 

 

第28条（分離処分等の禁止） 

    買主は専有部分と敷地および共用部分等の共有持分とを分離して譲渡または担保に供してはならない。また、買主は敷地または共

用部分等の分割を請求してはならない。 

      

第29条（住環境等、売買物件にかかわる制限・負担、承認事項） 

1 買主は、本契約に記載された制限・負担の他に、既に売主から交付を受けた説明済の重要事項説明書の「Ⅲ．その他の事項 

6．特記事項」の内容が本契約の一部であることを確認了承し、将来これらに関して売主ならびに販売代理人および媒介人に損

害賠償の請求その他の異議を申し出ない。また本契約に基づく制限・負担の他売買物件の使用等について規約、各細則に定め

る制限・負担がある場合はこれによる。 

2 買主は売買物件を第三者に譲渡等するときは、本条の規定を買主の責任と負担において当該第三者に承継させ、かつその後の

承継人についても逐次承継させる措置を講じる。 

     

第30条（不可分債権債務） 

本契約に関して生ずる売主二者の買主に対する債権債務は不可分とする。 

 

第31条（消費税等の税率変更について） 

消費税および地方消費税の税率変更にともない、売主が売買代金、融資取次手数料およびその他諸費用の変更額を買主に提示

した場合には、買主はこれによる。 

 

 

第32条（添付図書） 

本契約の添付図書は、既に説明済の重要事項説明書の添付図書と同一とする。ただし、買主が本契約締結時に改めて当該図書

を再確認することにより、これをもって添付に代えるものとする｡ 
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第33条（正式言語） 

   本契約に用いる言語は日本語を正文とし、他のいかなる言語への翻訳も参考にすぎないものとする。 

 

第34条（準拠法および管轄裁判所ならびに債務の履行地） 

   1 本契約については日本国法を準拠法とする。 

2 本契約について紛争が生じたときは、神戸地方裁判所をもって買主売主合意による訴訟および調停の専属的管轄裁判所とする。 

3 本契約に規定する金銭の支払債務の履行地はいずれも売主の本店所在地とする。なお、売主が買主に支払うべき金銭について、

売主が支払債務の履行の提供をしたにもかかわらず買主が受領を拒んだ場合、または買主が受領することができない場合、もし

くは売主が過失なくしてその支払債務を履行すべき相手方を確知することができない場合、売主は当該支払債務に係る金銭につ

いて、東京法務局に供託をおこなうことができるものとする。 

 

第35条（契約外事項） 

本契約に定めのない事項については、民法およびその他の法令、一般の不動産取引の慣行に従い買主売主互いに誠意をもって

協議決定する。 

以 上 
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売 

買 

物 

件 

の 

表 

示 

敷 

 

地 

所在・地番 地  目 実測面積 登記面積 

兵庫県神戸市垂水区舞子台一丁目19番1 宅 地 13,423.81㎡ 13,423.81㎡ 

建 

 

 

 

物 

所 在 地  敷地の所在・地番と同一 

形   状 

 構造 鉄筋コンクリート造 陸屋根 地上11階建 共同住宅 

 面積 

建築面積：4,608.91㎡ 延べ面積：28,838.89㎡ 容積対象床面積：25,825.13㎡ 

※確認済証における建築面積等は上記のとおりですが、施工上の都合により売買物件の竣工時までに、売主が建

築基準法に基づき変更手続をおこなう場合があります。 

共 

用 

部 

分 

等 

共 

用 

部 

分 

建物 

部分 

①建物の基礎、外壁、屋根、戸境壁、スラブ、柱、梁等専有部分に属さない構造部分 

②風除室、エントランスホール、サブエントランスホール、ラウンジ、メール・宅配ボックスコーナー、共用廊下、エレ

ベーターシャフト、階段、庇、玄関扉・扉枠、外気に面する窓ガラス・窓枠、網戸(窓ガラスの内側の網戸を除

く。)、面格子、メーターボックス、パイプスペース（専用パイプスペースを除く。）、エレクトリックパイプスペース、

ダクトスペース、メンテナンススペース、バルコニー、ルーフバルコニー、サービスバルコニー、室外機置場、ポ

ーチ、ポーチ扉、アルコーブ、物干金物、ポンプ室、ごみドラム室、共用トイレ、管理員室等専有部分に属さない

建物部分 

③コワーキングスペース、マルチスタジオ、キッチンスタジオ、ウッドヴィラ、ペット足洗い場、倉庫、防災倉庫、清掃

員控室、電力会社借室、電気室 

建物 

の附 

属物 

集合郵便受、宅配ボックス、オートドア・オートロック設備、エレベーター設備、避雷設備、給排水・衛生設備、防犯

設備（インターホン・セキュリティ設備等）、消防設備（消火補給水槽等）、電気設備、照明設備、ガス供給設備、受

像受信通信設備、太陽光発電設備、換気設備、空調設備、配線・配管設備、その他専有部分に属さない建物の

附属物 

 

附属施設 

平置駐車場、機械式駐車場、福祉対応来客用駐車場、バイク置場、ミニバイク置場、自転車置場、チェーンゲー

ト、専用テラス、自転車置場側専用テラス扉、資源ごみ置場、キュービクル、防火水槽、照明設備、擁壁、ブロック積

み擁壁、既存擁壁、ブライトテラス、外構施設、植栽、その他屋外施設および設備 

 

 

●別表（専有面積・共有持分 

 

タイプ 専有面積 
共有持分 

2,500,257分の 
タイプ 専有面積 

共有持分 

2,500,257分の 

WA,WAg 73.50 ㎡ 7,350 SF1,SF1g,SF2 72.85 ㎡ 7,285 

WB,WBg 70.06 ㎡ 7,006 SG 68.15 ㎡ 6,815 

WC,WCg 70.06 ㎡ 7,006 SH 72.85 ㎡ 7,285 

WD1,WD1g,WD2,WD2g 65.54 ㎡ 6,554 SI 70.50 ㎡ 7,050 

WE1,WE1g,WE2,WE2g 67.80 ㎡ 6,780 SJ 68.15 ㎡ 6,815 

WF1,WF1g,WF2,WF2g,WF3 70.06 ㎡ 7,006 SK 93.18 ㎡ 9,318 

WG1,WG1g,WG2 70.06 ㎡ 7,006 SL 94.16 ㎡ 9,416 

WH1,WH1g,WH2 65.54 ㎡ 6,554 EA,EAg 74.24 ㎡ 7,424 

WI 71.19 ㎡ 7,119 EB,EBg 71.34 ㎡ 7,134 

WJ 71.19 ㎡ 7,119 EC,ECg 70.18 ㎡ 7,018 

WK 65.54 ㎡ 6,554 ED1,ED1g,ED2,ED2g 71.92 ㎡ 7,192 

WL 72.32 ㎡ 7,232 EE,EEg 74.24 ㎡ 7,424 

SA,SAg 83.42 ㎡ 8,342 EF 78.88 ㎡ 7,888 

SB,SBg 68.15 ㎡ 6,815 EG 93.86 ㎡ 9,386 

SC,SCg 68.15 ㎡ 6,815 EH1,EH2 91.54 ㎡ 9,154 

SD,SDg 72.85 ㎡ 7,285 EI 89.85 ㎡ 8,985 

SE,SEg 72.85 ㎡ 7,285  
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県への借地範囲 ア○

造成協力地 ウ○

建築確認申請敷地の境界線

売買物件敷地の境界線

用途地域等の境界線

○斜面地 イ

【 凡例】

ア

ウ

 イ

第一種中高層住居専用地域
第4 種高度地区

準防火地域
建ぺい率/6 0 ％
容積率/2 0 0 ％

第一種中高層住居専用地域
第4 種高度地区
準防火地域
建ぺい率/6 0 ％
容積率/2 0 0 ％

第一種低層住居専用地域
第1 種高度地区
建築基準法第2 2 条指定区域
建ぺい率/5 0 ％
容積率/10 0 ％

第一種低層住居専用地域
第1 種高度地区
建築基準法第2 2 条指定区域
建ぺい率/5 0 ％
容積率/10 0 ％

1階平面図兼敷地配置図1/20 0 1/6 0 0

物件

縮尺

1

出力 -
2

3

4

5

6

図面2 /2 6 7

8

9

3/26

4/19

プレディ ア神戸舞子レジデンス 5/20

6/7

6/26

7/11

7/26

［ 凡例］

電柱

避難ハッ チ

上部避難ハッ チ

Low -e 透明ガラス

Low -e 型板ガラス

Low -e 網入透明ガラス

防犯セン サー

Low -e 網入型板ガラス

避雷針

外灯・ 街灯

連結送水管

側溝

ピット 通気桝

雑草地

Low -e 防犯合わせ透明ガラ ス

S

敷地範囲説明図
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長谷工プレミアムアフターサービス規準特約条項 
 
第 1 条 長谷工プレミアムアフターサービス（以下、「本サービス」という）の始期（起算

日）は、本建物の完成引渡し時からとし、別紙長谷工プレミアムアフターサービス

規準（以下、「プレミアム規準」）に基づいて行う。 
   尚、発注者は、請負人が本サービスの実施にあたり、建物共用部に立ち入ることを

本建物の重要事項説明書に明記し、購入者の承諾を得るものとする。 
 
第 2 条 プレミアム規準は、次の場合は適用除外とする。 

（１） 天災地変（地震・火災・風害・水害・雪害・広域地盤沈下）等不可抗力によ

る場合 
（２） 経年変化・使用材の特性（木材・モルタル乾燥収縮、等）による場合 
（３） 正しい取扱い方が行なわれていない等、管理不十分、使用上の不注意による

場合 
（４） 増改築等が行われた場合 
（５） 周辺環境・公害等に起因する場合 
（６） 動物・鳥類の害に起因する場合 
（７） 居住していない状態が長く続くなどの原因により生じた場合 
（８） 居住者、又は第三者の故意、過失による場合 
（９） 通常 補修の必要の無い程度の不具合 
（１０） その他請負人の責に帰することが出来ない場合 

 
第３条 アフターサービス期間の一般適用事項 

（１） 保守管理が義務付けられているもの（エレベーター・自動火災報知機・浄

化槽・受水槽の水質・自家用変電室）及び、屋内消火栓・警報装置・テレ

ビ共聴・ポンプ類・受水槽・高架水槽・リモートメーター・非常通報装置

等については、機器本体の故障のみアフターサービスに準拠し、機器本体

が属するシステムから得られる（「水質」や「テレビの映り具合」等の）性

質・性能はアフターサービスの対象としない。 
（２） プレミアム規準「（1）建築／共用部分１（構造耐力上主要な部分及び雨水

の浸入を防止する部分）」については概ね１０年目に適切なメンテナンス

［トップコート(塗布防水･アスファルト防水)塗布，シーリング補修，アス

ファルトルーフィング(浮き・剥れ)の補修，コーチングの打ち替え(アスフ

ァルト防水)，端部シールの打ち替え(DN 防水)等］が行われる事を条件に、

期間を１５年とする。 
（３） キズ・汚れについては引渡し時の申し出のみとする｡ 
（４） 破損については、通常の使用方法以外の原因で発生したものは除く。 
（５） 消耗品は除く。 
                                                                   以上 
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ver.5 実費新築分譲工事費無料.181001 
 

J:COM サービス提供に関する覚書 
 

JR 西日本プロパティーズ株式会社（以下、「甲１」という）、三菱地所レジデンス株式会社（以下、

「甲２」という）（以下、「甲１」「甲２」を総称して「甲」という）と株式会社ジェイコムウエスト神

戸三木局（以下、総称して｢乙｣という）とは、甲の集合住宅の居住者に対し、乙の提供するケーブル

テレビ放送サービス等を提供することに関して、次のとおり覚書を締結する（締結される覚書を、以

下「本覚書」という）。 

  
第 1 条（目 的） 
本覚書は乙が次に定める業務を行うことについて、必要な事項を定めることを目的とする。 
(1)  甲が所有する末尾記載の対象集合住宅（以下「集合住宅」という）のテレビ共聴施設及び電気通

信施設と、乙が所有若しくは管理するケーブルテレビ放送施設及び電気通信施設を接続することによ

り、第 5 条及び第 6 条に従い乙が業務として行うケーブルテレビ放送サービス、インターネット接続

サービス、電話サービス及びその他サービス（これらを総称して、以下「乙のサービス」という）を

集合住宅の居住者（以下「丙」という）が個人利用することを可能なようにすること。 
(2)  第 7 条に従い施設等の維持管理を実施すること。 
第 2 条（施設等の設置及び所有）                                                                             
1. 乙の施設とは、乙の放送センターから丙に対し乙のサービスを提供するために集合住宅に設置す

る保安器（以下「保安器」という）の出力端子までの線路・設備とし、乙が所有又は管理するものと

する。なお、甲は乙の保安器の設置に協力するものとする。 
2. 甲の施設とは、（ⅰ）前項の保安器の出力端子以降のテレビ共聴施設まで、（ⅱ）乙が露出配線方式に

より施工した場合は、前項の保安器の出力端子以降の専用ケーブル配線（分配器、各戸内のテレビ端子等

含む）並びに（ⅲ）電気通信施設、主配線盤（MDF 盤）本体及び端子盤以降の線路・設備とし、甲が所有

するものとする。 
3. 乙は必要に応じて、乙のサービスの提供にかかる中継設備（集合住宅用 eMTA 等）を、甲の承諾

を得た上で追加設置できるものとし、当該中継設備は乙が所有するものとする。 
4. 導入引き込み工事負担金は乙が負担するものとする。 
第 3 条（設置場所等の無償使用） 
1. 乙は、本覚書（本覚書に基づき甲乙間で締結する他の契約、乙丙間で締結する個別契約を含み、 
以下本条において同じ）により甲及び丙に対し提供する業務を遂行し、また施設等を設置、維持管理

するため、必要最小限の範囲で集合住宅へ立ち入り、集合住宅、甲の施設、その敷地、その他構築物

等を無償で使用し、必要な業務を行うことができるものとする。 
2. 本覚書により乙が甲及び丙に対し提供する業務を遂行するため乙が設置した乙の施設の運用にか

かる電気等の使用料金は甲が負担するものとする。  
第 4 条（目的外使用） 
甲は、甲の既設テレビ共聴施設を、乙が本覚書に従って乙のサービスを行う以外の目的（他事業者等

のサービスで乙のサービスの提供に技術上競合するもの）に使用又は改変しようとする場合、事前に

甲及び乙は別途協議の上、その対応を決定するものとする。 
第 5 条（再放送） 
1. 乙は、第 2 条に定める施設等の設置が完了していることを条件に、丙に以下に記載するチャンネ

ルを再放送するものとする。なお、NHK 受信料は丙が個別に負担し、乙は負担しないものとする。 
＜再放送チャンネル（地上デジタル放送）＞ 

7 号文書 
印紙添付 
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NHK 総合 ／NHK E テレ ／サンテレビ ／毎日放送 ／朝日放送 ／テレビ大阪 ／ 
カンテレ ／読売テレビ 
 

＜自主放送チャンネル（デジタル放送）＞ 
J:COM チャンネル ／J:COM テレビ 

2. 甲は、前項の再放送チャンネルが将来における行政庁による指示若しくは行政指導、各チャンネ

ルの放送局側に起因する電波送信形態や送信周波数の変更や停止、放送を取り巻く社会・経済情勢の

変化、乙の経営上やむを得ない事由等により変更される場合があること、乙の施設の定時又は臨時の

メンテナンス等の乙の事情、乙の施設以外の通信設備及び機器の利用停止、天災地変等により一定期

間再放送が停止することがあることを予め了承するものとする。 
第 6 条（個別契約の締結）   
乙は、乙のサービスの提供を受けることを希望する丙と個別に、乙の定める契約約款に基づくケーブ

ルテレビ放送サービス、インターネット接続サービス、電話サービス及びその他サービスにかかる契

約を締結することができるものとする（締結される契約を、以下「個別契約」という）。 
第 7 条（施設等の維持管理） 
1.  甲は、甲の施設について維持管理責任を負うものとする。但し、甲の施設に故障等が発生した場

合、 

甲、甲が指定する者又は丙は乙に対し通知するものとし、当該通知があるときは乙がその対応及び修

復を行うものとする。 

2. 前項の乙による対応及び修復に要する費用は甲が負担するものとする。なお、当該費用は、別紙

に記載のとおりとし、別紙に記載のない費用については、甲乙、別途協議の上、定めるものとする。 

3. 第 1 項の乙による対応及び修復は当該故障が発覚した当日に行うことを原則とする。但し、夜間

（午後 6 時以降を指す）に発覚したものについては緊急やむを得ない場合を除き翌日に行うものとす

る。 

4. 第 1 項の乙による対応及び修復において、BS.CS アンテナ、交換困難な TV 配線に関するものは行

わないものとする。 

5. 乙は、乙の施設について維持管理責任を負うものとし、乙の施設に故障等が発生した場合は、そ

の対応及び修復を行うものとする。 
第 8 条（免 責） 
乙が、本覚書（本覚書に基づき甲乙間で締結する他の契約を含み、以下本条において同じ）により甲

及び丙に対し提供する業務を遂行するにあたり、次の各号のいずれかに該当する支障に関しては、甲

及び丙のいずれに対してもその責を負わないものとする。 
(1)  乙の施設以外の施設等に関連して発生した支障。 
(2)  施設等の維持管理のために通常必要な工事等を行うことによって発生した一時的な支障。 
(3)  天災地変その他乙の支配を超える事由によって集合住宅、甲の施設又は乙の施設が損壊、毀損し

たことによって発生した支障。 
(4)  集合住宅、甲の施設の経年劣化等により発生した支障。 
第 9 条（権利義務の承継） 
1. 甲は、集合住宅管理組合が設立された後、本覚書にかかわる甲の地位及び権利義務一切を同組合

に承継するものとし、乙はこれを承諾するものとする。なお、甲は、当該管理組合との取り決めにそ

の旨を明記するものとする。 
2. 甲が集合住宅の所有権を第三者に譲渡する場合、甲の本覚書の地位は、当該第三者に承継される

ものとし、乙はこれを承諾するものとする。なお、甲は、当該第三者との譲渡契約またはこれに準ず
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る契約にその旨を明記するものとする。 

第 10 条（甲の協力） 
1. 乙は、必要に応じて、集合住宅の各戸内端子（テレビ端子、電話端子等）の受信状態、信号等を

測定するため、丙に対し当該測定の実施にかかる案内文を配付、戸別訪問することができ、当該測定

について了承を得た丙に対し個別に当該測定を実施することができるものとする。また、甲は、乙の

要請に基づき、当該測定の実施に対し必要な協力をするものとし、集合住宅の管理運営等にかかわる

第三者に対しても、協力要請を行うものとする。 

2. 乙は、乙のサービスの内容及び集合住宅に設置されている設備等につき、必要に応じて、丙に説

明等することができる。また、甲は、乙の要請に基づき、当該説明等に対し必要な協力をするものと

する。 

第 11 条（再委託） 
甲は、乙が本覚書（本覚書に基づき甲乙間で締結する他の契約を含み、以下本条において同じ）によ

り甲及び丙に対し提供する業務を第三者に再委託することがあることを予め了承するものとする。 
第 12 条（有効期間） 
本覚書の有効期間は、本覚書の締結日から 10 年間とする。ただし、期間満了の 6 ヶ月前までに、甲又

は乙が相手方に対し書面をもって本覚書を終了する旨の通知をしないときは、自動的に 1 年間延長さ

れるものとし、以後も同様とする。 
第 13 条（解 除） 
甲及び乙は、相手方が次の各号のいずれかに該当する場合、何らの催告をすることなく直ちに本覚書

を解除することができるものとする。なお、本覚書に基づき甲乙間で締結する他の契約及び乙丙間の

個別の契約も各々の条項に基づき解除することができるものとする。 
(1)  本覚書の各条項の一に違反したとき。 
(2)  差押、仮差押、仮処分、公売処分、租税滞納処分、その他公権力の処分を受け、又は民事再生手

続き開始、会社更生手続き開始、特定調停、若しくは破産その他これらに準ずる倒産・再生手続きの

開始の申し立てがなされたとき。 
(3)  自ら振り出し若しくは引き受けた手形又は小切手が不渡りとなる等支払停止状態に至ったとき。 
(4)  監督官庁から営業停止又は営業免許若しくは営業登録の取り消しの処分を受けたとき。 
(5)  前各号のほか相互の信頼が著しく損なわれる事由或いは債権保全を必要とする相当の事由が発

生したとき。 
(6) 将来技術革新等により、地上デジタル放送が終了（異なる放送形態への移行を含む）するとき。 
第 14 条（施設等の撤去） 
甲は、第 12 条に定める本覚書の有効期間の満了、前条に定める本覚書の解除等による本覚書の終了時、

第 6 条に定める個別契約を締結している丙がないときは、乙は乙のサービスの提供を終了し乙の施設

を撤去することができる（甲の施設の撤去は行わない）ことを予め了承するものとする。 
第 15 条（管轄裁判所） 
甲及び乙は、本覚書に関する一切の調停、訴訟等の紛争については、神戸簡易裁判所または神戸裁判

所を専属的合意管轄裁判所とすることに合意するものとする。 
第 16 条（秘密保持） 
甲及び乙は、本覚書の遂行に関し知り得た相手方の技術上、営業上の一切の秘密を他に漏洩しないも

のとする。 
第 17 条（情報の使用等） 
1.  甲は乙より知り得た丙に関する情報を本覚書の目的以外に使用しないものとする。 
2.  甲は乙が甲の氏名若しくは名称等について丙に開示することがあることを予め了承するものとす
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る。  
第 18 条（協議事項） 
本覚書に定めのない事項又は本覚書に関する疑義が生じた場合は、甲及び乙いずれも誠意をもって協

議の上、円満に解決するものとする。 
 
本覚書締結の証として本書 2 通を作成し、甲甲２及び乙記名捺印の上、甲１と乙が各１通、甲２は写

しを保有する。 

 
 

 年  月  日 
 

甲１：  

  

 

 

 

甲２： 

 

 

 

 

 

乙  ：   
       
        
        
 
 

  
 
 
 
【対象集合住宅】 
 
建物の所在地  神戸市垂水区舞子台１丁目 19 番 1（地番）                  
 
建物の名称   プレディア神戸舞子レジデンス              （世帯数 350 世帯） 
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別紙 故障等の対応及び修復にかかる費用 
 

作業費 

出張・調査      金 5,000 円（税別） 

作業                 金 10,000 円（税別） 

増幅器調整      金 10,000 円（税別） 

再引込（棟）     金 50,000～円（税別） 

 

 

機器代 

増幅器（台）        金 50,000 円（税別） 

分配器（個）        金 3,000 円（税別） 

テレビ端子（個）       金 3,000 円 （税別） 

 

上記の費用を変更するときは、乙は甲に対し事前に通知するものとする。 
 

- 2 2 -



J:COM IN MY ROOM PLAN A 光( NET 光 Plan A1G)                                    
Ver.光 A(自社光-棟内光-5G10GUPG-PHONE 相対). 221215 

 

集合住宅一括契約に関する覚書 

 

JR 西日本プロパティーズ株式会社（以下、「甲１」という）、三菱地所レジデンス株式会社（以下、「甲２」とい

う）（以下、「甲１」「甲２」を総称して「甲」という）と株式会社ジェイコムウエスト神戸三木局（以下｢乙｣と

いう）とは、甲の集合住宅の入居者に対し、甲乙間において西暦  年  月  日に締結された「J:COM サ

ービス提供に関する覚書」（以下「原覚書」という）に追加して、乙が乙の提供する光インターネット接続サー

ビスを甲の費用において提供することに関して、次のとおり覚書（以下「本覚書」という）を締結する。なお、

本覚書に別段の定めがある場合を除き、本覚書に定める用語の定義は原覚書の定めに従うものとし、本覚書に

定めのない事項は原覚書の定めに従うものとする。 

 

第 1 条（覚書の目的） 
本覚書は、乙が次に定める業務を行うことについて、必要な事項を定めることを目的とする。 

(1) 甲が所有または管理する末尾記載の対象集合住宅（以下「集合住宅」という）において、集合住宅の

電気通信施設及びインターネット通信施設と、乙の光インターネット施設とを接続することにより、

乙が第 4 条に基づき業務上提供する光インターネット接続サービス等のサービス（以下「乙のサービ

ス」と総称する）を集合住宅において利用可能なようにすること（以下「施設設置工事」という）。 
(2) 甲及び集合住宅の区分所有者もしくは居住者（以下、併せて「丙」という）に対して、第 4 条の定め

に従い別紙１に記載する J:COM NET 光サービス(1G)を提供することこと 
(3) 前各号に付帯関連すること。 

 
第 2 条（施設の設置、所有、費用負担） 

甲及び乙のインターネット施設、所有、費用負担は本条各号に定めることとする。なお、インターネッ

ト施設及び所有の詳細は、別紙２の「設備構成図」及び「詳細」のうち工事区分及び所有区分に記載の通

りとする。 
(1) 乙のインターネット施設とは、乙の放送センターから、乙のサービスを提供するために集合住宅の通

信機械室に設置するインターネット通信施設の出力端子までの線路・設備及び出力端子以降の各戸内

に設置する ONU とし、乙が設置・所有するものとする。なお、その設置工事に要する費用は乙が負

担するものとし、棟内の乙のインターネット施設の運用に関わる電気等の使用料金は甲が負担するも

のとする。 
(2) 甲のインターネット施設は、前項の光インターネット通信設備の出力端子以降、乙のインターネット

施設を除く集合住宅の各戸内までの線路・設備とし、甲が所有するものとする。 
(3) 乙は必要に応じ、乙のサービスの提供に係る中継設備を、甲の承諾を得た上で追加設置できるものと

し、この中継設備は乙が所有するものとする。 
(4) 前号に定める場合を除き、甲の都合による甲のインターネット施設の変更等の工事費については、甲

の費用負担により乙が行うものとする。 
(5) 丙の希望によるその他追加工事その他丙の都合による甲のインターネット施設の変更等の工事費につ

いては、丙の費用負担により乙が行うものとする。 
 
第 3 条（施設の利用） 

甲は、甲の電気通信施設を、乙が本覚書に従って、乙のサービスを行う以外の目的（他事業者等のサー

ビスで乙のサービス提供に技術上競合するもの）に使用しまたは改変しようとする場合は、事前に乙と協

議し、その対応を決定するものとする。 
 

第 4 条（一括締結：光インターネット接続サービス） 
1. 甲は、乙の本覚書により提供する業務の対価（第 2 条に定める費用、第 5 条に定める維持管理の対価を

除く）として、本覚書の有効期間中、次の集合住宅一括契約月額利用料を、 2026年 10月分から消費

税相当額とともに乙に対して支払うものとする。 
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【仮】



 

一括契約月額利用料 金 280,000 円 （税別）  

 

一括契約月額利用料は、集合住宅の規模に応じて算定されるものとし、現に入居中の戸数や、各戸にお

いて甲のインターネット施設の設置工事が完了しているか否か、丙へ光インターネット接続サービスが

提供されているか否かにかかわりないものとする。 

2. 甲は、経済情勢等の変動により、前項の一括契約月額利用料等が改定されることがあることを承諾

するものとする。その他、一括契約月額利用料は、本覚書に明示された場合を除き、本覚書の有効

期間中変更されないものとする。 
3. 甲は、前 2 項に定める一括契約月額利用料及び消費税相当額を、甲指定の甲の金融機関口座から当月分

を毎月27日に引き落としを認める方法により乙に支払うものとする。 

4. 丙が、別紙 1 に記載する J:COM NET 光サービス(1G)の 1 回線分の基本サービス（乙が別に定める有料

オプションサービスを除くサービス）の利用を乙に申込み、乙がこれを承諾した場合、乙は丙の宅内に

速やかに 1 台分の専用機材を設置（専用機材以外の設置があるときは、当該設置に係る費用その他付帯

する宅内工事費等は丙が負担するものとする）し、当該サービスを丙に対し提供する。但し、既に事前

設置がされているときは、新たに専用機材の設置を要しないものとする。なお、乙は、乙丙間の各個別

の契約がその条項に基づき解除された場合、当該丙に対して本項のサービスの提供は行わないものとす

る。この場合でも、甲は、本条第 1 項に定める一括契約月額利用料の支払いは免れないことを予め承諾

するものとする。 

5. 乙は、前項に定めるサービスにつき、丙に対して利用料を請求しないものとする。なお、丙が前項に定

める以外のサービス（その他サービス、有料オプションサービス等）を希望する場合、乙は丙と個別に、

乙の定める契約を締結することで、当該サービス提供を行うものとする。なお、当該サービスに係る利

用料、専用機材設置に係る費用その他付帯する宅内工事費等は本覚書に定められている場合の除き丙が

負担するものとする。 

6. 乙は、丙が別紙１で指定されたJ:COM NET光サービスの有料コースの利用を希望する場合、丙と個別に

契約を締結することで、当該サービスを同別紙1に記載の各利用料にて提供するものとする。なお、当

該サービスに係る利用料、専用機器設置に係る費用その他付帯する宅内工事費等は丙が負担するものと

する。また、割引対象となる当該サービス、利用料及びその内容は乙の甲に対する事前の通知により変

更されるものとする。 

7. 甲は、丙の集合住宅の各戸への転入または各戸からの転出につき、直接または丙及び第三者を通じて速

やかに乙に連絡するものとする。丙の転入及び転出を甲または第三者が乙に連絡せず、また連絡が遅れ

た場合、それにより甲または丙に生ずる不利益につき、乙は一切の責任を負わないものとする。 

8. 乙は、前項に基づき丙の転出の連絡を受け、丙が転出した場合、もしくは乙丙間の各個別の契約がその

条項に基づき解除された場合、当該戸に対する通信サービスの提供を終了する。 

 
第 5 条（インターネット施設の維持管理） 

甲及び乙は、次に定めるとおり、インターネット施設の維持管理を行うものとする。 
(1) 甲は、甲のインターネット施設について維持管理責任を負うものとする。 
(2) 前号の甲のインターネット施設に故障等が発生した場合、甲、甲が指定する者または丙は乙に対し通

知するものとし、当該通知があるときは乙がその対応及び修復を行うものとする。なお、当該修復に

かかる費用は甲が負担するものとする。 
(3) 前号の定めにかかわらず、乙は、甲のインターネット施設の故障等に係る修復作業、その他乙がその

対応が困難であると判断する場合、乙は甲と対応可能な方法を協議し、復旧に必要な協力をするもの

とする。 
(4) 乙は、乙のインターネット施設について維持管理責任を負うものとする。 

 
第 6 条（原覚書の施設の維持管理に関する変更） 

1. 原覚書に定める甲の施設に故障等が発生した場合、甲、甲が指定する者は乙に対し通知するものとし、

当該通知があるときは乙がその対応及び修復を行うものとする。 

2. 前項に基づき乙が実施する修復等にかかる出張費、基本調査費、作業費、交換した機器の代金等は乙が負
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担するものとする。 
3. 前項の定めにかかわらず、原覚書に定める甲の施設、壁内テレビケーブル、壁内機器及び BS アンテナ等

の受信設備の故障等に係る修復作業、その他乙がその対応が困難であると判断する作業は行わないものと

する。 
 
 
第 7 条（免責） 

乙が、本覚書（本覚書に基づき甲乙間で締結する他の契約、乙丙間で締結する個別契約を含む）により

甲及び丙に対し提供する業務を遂行するにあたり、次の各号のいずれかに該当する支障に関しては、甲及

び丙のいずれに対してもその責を負わないものとする。 
(1) 乙のインターネット施設以外の施設等に関連して発生した支障。 
(2) 施設等の維持管理のために通常必要な工事等を行うことによって発生した一時的な支障。 
(3) 天災地変その他乙の支配を超える事由によって集合住宅、甲のインターネット施設または乙のインタ

ーネット施設が損壊、毀損したことによって発生した支障。 
(4) 集合住宅、甲のインターネット施設の経年劣化等により発生した支障。 

 
第 8 条（支払遅延の場合の取り扱い） 

1. 第4条第1項ないし第3項に違反し、一括契約月額利用料の支払い確認ができない場合で、その当月の

1日より起算して2ヶ月以上支払いが遅延したとき、乙は、集合住宅への全ての乙のサービスの提供を

停止できるものとする。 
2. 丙が第4条第5項に違反し、サービスに係る利用料等の全部または一部の支払いが確認できない場合で、

その当月の1日より起算して2ヶ月以上支払いが遅延したとき、乙は、丙への全ての乙が提供するサー

ビスの利用を停止できるものとする。 

3. 甲は、一括契約月額利用料その他乙に対する債務の支払いを支払期日より遅延した場合、支払期日の翌

日から支払完済までの日数について、年利14．5％の割合の遅延利息金、または弁済費用として金600

円（税別）を加算して乙に支払うものとする｡ 

 
第 9 条（有効期間） 

1． 本覚書は本覚書締結日から効力を発し、有効期間の終期は、第4条第1項に定める一括契約月額利用料の支

払い開始月から10年間の満了時とする。但し、期間満了の6ヶ月前までに、甲または乙が相手方に対し書面

をもって本覚書を終了する旨の通知をしないときは、自動的に1年間延長されるものとし、以後も同様とす

る。 

2． 本条第1項の定めにかかわらず、原覚書が終了する場合は本覚書も同時に終了するものとする。なお、原覚

書の終了が甲の事情による解除、解約によるものである場合、原覚書と本覚書を同時に締結しかつ集合住

宅につき引き込み工事を行った甲は第4条第1項に定める一括契約月額利用料の契約期間残未経過分相当額

を乙に速やかに支払うことで本覚書は終了するものとする。また、乙の事情による解除、解約によるもの

である場合、甲の費用負担なく本覚書を終了するものとする。 

 

第10条（個別の契約の変更） 

     甲は、本覚書の変更、終了により、丙が乙に対し支払うべき金額が変更され、または本覚書に基づき乙丙

間で締結した個別の契約が終了することがあることを予め承諾するものとする。 

 

第11条（施設等の撤去） 

甲は、第 9 条に定める本覚書の有効期間の満了、原覚書第 13 条に定める解除等による本覚書の終了時、

第 4 条に定める個別契約を締結している丙がないときは、乙は乙のサービスの提供を終了し乙の施設を撤

去することができる（甲の施設の撤去は行わない）ことを予め了承するものとする。なお、当該撤去にか

かる費用は、当該撤去時に甲及び乙で別途協議し、決定するものとする。 

 
第12条（丙への確認） 

1． 甲は、本覚書に含まれる乙が丙に提供するサービス及び丙において遵守すべき事項を丙に周知しなければ
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ならないものとする。 

2． 甲は、前項の丙への周知を乙に依頼することができるものとし、乙が甲に代わり前項の周知を行う場合、

乙は各戸の丙より確認書を取得するものとする。甲は乙の要請に基づき、当該周知の実施に対し必要な協

力をするものとし集合住宅の管理運営等に関わる第三者に対しても、協力の要請を行うものとする。 

3． 前2項の定めにかかわらず、乙がすべての丙に周知できない場合も、乙はその責任を負わないものとし、乙

が周知できなかった丙に対しては、甲が周知を行うものとする。 

 
第 13 条（協議事項） 

本覚書に定めのない事項または本覚書に関する疑義が生じた場合は、甲及び乙いずれも誠意をもって協

議の上、円満に解決するものとする。 
 

第14条（特記事項） 
１. 本覚書の締結、内容の変更または終了に伴い、乙が丙との間で締結した第4条第4項ないし個別契約（以下

「丙の契約」という）の内容を変更する必要があると判断する場合、甲及び乙は丙に不利益が生じないよう

対応するものとする。但し、丙に不利益が生じる変更を行わなければ丙の契約の継続が困難な場合、甲及び

乙は当該丙に事前に通知を行うものとし、当該丙との間で当該丙の契約の手続きがない限り、本覚書の締結、

内容の変更または終了日の属する月の翌々月末日以降で乙が指定する日を以って、当該丙との丙の契約を解

除するものとする。 

２. 乙は甲に対し、以下の箇所で有線での NET サービスを無償で提供するものとする。ただし、本覚書が

終了となる場合、本項における NET サービスについても同時に終了するものとする。 
・コワーキングスペース（ONU×9 台） 
 

 

本覚書締結の証として本書2通を作成し、甲１甲２及び乙記名捺印の上、甲１と乙が各２通、甲２は写し

を保有する。 

 
 年  月  日 

 

甲１：  

  

 

 

 

甲２： 

 

 

 

 

 

乙   

 
 

 

 

 

 

【対象集合住宅】 
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所 在 地  神戸市垂水区舞子台１丁目 19 番 1（地番）       
  
建物名称  プレディア神戸舞子レジデンス               （世帯数 350 世帯） 
 

【別紙 1】 

J:COM NET 光サービス 

・サービス内容：FTTH 方式によるインターネット接続サービス 

1.基本コース J:COM NET 光1Gコース 

通信速度（ベストエフォート方式）： 

- 下り：1Gbps 
- 上り：1Gbps 

2．有料コース  ：(1) J:COM NET光10Gコース     月額金1,480円（税別） 

          (2) J:COM NET光5Gコース   月額金1,180円（税別） 

・いずれも J:COM NET サービス加入契約約款が適用されるものとする（ただし、以下項目を除く） 

第16条：インターネット接続サービスの種類等 

第21条：インターネット接続サービスの種類等の変更  
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【別紙 2】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

LAN差込口 

各戸内 棟内 通信機械室内(MDF) 

光インターネット通信設備 

光成端箱 

LAN配線 光配線 凡 例 

J:COM 

センター 

LAN端子 

マルチメディアBOX 

乙 所有区分 甲 乙 丙

工事区分 乙 

甲及び乙は、本覚書第５条（施設の維持管理）第 2 号に定める通り、上図の保守区分に従い施設の障害切り分け・ケーブル交

換・機器交換等を行うものとする。 

保守内容 

<詳細

甲 

光カブラ 接続箱 端子 ONU 

甲 

乙 乙 丙 
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共用部 Wi-Fi の利用に関する契約書 
 
 
JR 西日本プロパティーズ株式会社（以下、「甲１」という）、三菱地所レジデンス株式会社（以下、「甲２」

という）（以下、「甲１」「甲２」を総称して「甲」という）と株式会社ジェイコムウエスト神戸三木局（以下｢乙｣

という）とは、甲が所有する施設（以下「対象施設」という。）に対し、甲乙間において  年  月  日

に締結された「J:COM サービス提供に関する覚書」(以下「原覚書①」という)及び  年  月  日に締

結された「集合住宅一括契約に関する覚書」(以下「原覚書②」といい、原覚書①と合わせて「原覚書」とい

う)に追加して、乙の提供する Wi-Fi 認証プラットフォームを利用した「共用部 Wi-Fi サービス」を提供する

ことに関して、次のとおり契約（以下「本覚書」という。）を締結する。なお、本覚書に別段の定めがある場

合を除き、本覚書に定める用語の定義は原覚書の定めに従うものとし、本覚書に定めのない事項は原覚書の定

めに従うものとする。 
 

第 1 条（覚書の目的） 
本覚書は、第 4 条に記載の甲が所有する対象施設内において、原覚書②に基づいて設置された設備に、甲の

施設と乙の施設を接続し、甲が対象施設の居住者に対して自己のものとして乙が甲に対し提供する共用部

Wi-Fi サービス(以下、「乙のサービス」という。) を提供することができるようにすること（以下「施設設置

工事」という。）を目的とする。 
 
第 2 条（施設の所有、設置） 
1． 甲及び乙の施設の所有、設置及び維持管理区分は別紙１記載のとおりとする。 
2． 乙は必要に応じ乙のサービス提供に係る中継設備を甲の承諾を得た上で追加設置できるものとし、この中

継設備は乙が所有するものを設置するものとする。 
3． 施設設置工事完了後、甲の施設の移設及び改修等の理由により乙のサービス提供に必要な施設に変更が必

要となった場合は甲の費用負担で乙が行うものとする。 
 
第 3 条（設置場所等の無償使用） 
1． 乙は、甲に対する乙のサービスを提供に際し、乙の施設を設置または維持管理するために必要な範囲で、

甲が所有もしくは占有しまたは甲が使用を許諾されている敷地、家屋、構築物等を無償で使用し、また必

要な工事を事前に甲の承諾を得たうえで行うことができるものとする。 
2． 前条に基づき乙が設置した乙の施設に係る場所の占用料金または電気等の使用料金は甲が負担するもの

とする。 
 

第 4 条（乙のサービス） 
1． 本覚書に基づき、乙は甲が所有する以下の施設に乙のサービスを提供するために、Wi-Fi AP を設置する

ものとする。 
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〔対象施設〕 
 建物の所在地： 神戸市垂水区舞子台１丁目 19 番 1（地番）  

建物の名称：  プレディア神戸舞子レジデンス      
 Wi-Fi アクセスポイントの設置場所： 

①キッチンスタジオ・マルチスタジオ       １台  
②コワーキングスペース             １台  
③ウッドヴィラ（木造共用棟）          １台  
④管理員室                   １台  

 
2． 共用部向け Wi-Fi サービスの仕様に関しては、別紙 2 に記載するものとする。 
3． 乙のサービス利用者は、乙のサービスへの接続認証時に表示される「共用部 Wi-Fi サービス利用規約」等

に都度同意することで、乙のサービスが利用できるものとする。 
4． 共用部向け Wi-Fi サービスの無線役務事業者は乙とする。 

 
第 5 条（工事負担金及び月額利用料） 
1. 乙のサービスの接続にかかる作業費は乙が負担するものとする。 
2. 乙のサービスの対価は、原覚書②第3条第1項に定める一括契約月額利用料に含まれるものとする。なお、

甲は、当該一括契約月額利用料は、理由の如何にかかわらず、乙のサービスの停止又は本覚書の終了によ

り変更されるものではないことをあらかじめ承諾するものとする。 
 

第 6 条（施設の維持管理） 
1. 甲及び乙は、別紙 1 の維持管理区分に応じ各々の責任と負担において維持管理を行うものとする。 
2. 乙は、事前に甲の承諾を得たうえで乙のサービス提供に係る施設の点検を実施する事ができるものとし、

甲はこれに協力するものとする。 
3. 甲及び乙は、本覚書に基づき設置される相手方所有の各施設につき、故意または過失により破損、紛失し

た場合、相手方に対し、当該施設の代金相当額を賠償するものとする。 
 

第 7 条（本覚書の有効期間） 
1. 本覚書は本覚書締結日から効力を発し、原覚書のいずれかが終了するときにその効力を失うものとする。 
2. 前項の規定に関わらず、甲及び乙は自己の都合による本覚書の解約は乙のサービス開始より 5 年間はでき

ないものとする。 
3. 前項の定めにかかわらず原覚書が終了する場合、本覚書も終了するものとする。 
 
第8条(解除) 

  乙は、原覚書①第13条に規定する場合のほか、本覚書の各条項の一に違反したときは、原覚書の効力の有

無にかかわらず、何らの催告をすることなく直ちに本覚書を解除することができるものとする。 
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第 9 条（撤去費用） 
1. 乙は、前条に定める本覚書の有効期間の満了後、甲に事前の通知を行い承諾を得た上で、自らの費用で乙

の施設を撤去するものとする。また、乙が施設の撤去に係り乙の過失により甲に損害を発生させた場合は、

乙がその責任を負うものとする。 
2. 乙は、前項の乙の施設の撤去にあたり、原状に復さなければならないものとする。 

 
第 10 条（対象施設の利用者に対する了解） 
甲は本覚書に含まれる甲において遵守すべき事由等、対象施設において乙のサービスを利用する者に対して、

本覚書に規定の事項を周知しなければならないものとする。なお、対象施設の利用者からの乙への問い合わせ

については、乙が責任をもって対応するものとし、甲に一切の迷惑をかけないものとする。 
 
第 11 条(免責) 
乙が甲に対し提供する業務を遂行するにあたり、次の各号のいずれかに該当する支障に関しては、甲に対し

てもその責を負わないものとする。また、甲は次の各号の事由により、乙がサービスの提供を中断する場合が

あることを予め了承するものとする。 
(1) Wi-Fi AP等の予期せぬ動作不良や故障、第三者によるWi-Fi AP等への不正アクセスまたはWi-Fi 

AP 等のコンピュータウイルス感染により乙のサービスを提供できない事由により発生した支障 
(2) その他、原覚書①第 11 条（免責）の規定は、乙の施設について準用する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本覚書締結の証として本書２通を作成し、甲１甲２及び乙記名捺印の上、甲１と乙が各１通、甲２は写しを保

有する。 

 
 

 年  月  日 
 

甲１：  
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甲２： 

 

 

   
   
 

 乙 ： 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
別紙 1 

 
設備の詳細（機器名称、所有区分、工事区分及び保守区分） 
 
区間:IP 網から対象施設の Wi-Fi AP までの伝送路引込設備及び付帯設備一式 
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 始点：IP 網 

終点：AP(アクセスポイント) 
  
  
  
  
  
  

 
機器名称： IP 網        CM       AP 
所有区分：  ―        乙       乙 
工事区分：  ―        乙       乙 
保守区分：  ―        乙       乙 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙 2 
乙のサービスに関する仕様書 
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1. 概要 
乙のサービスを提供するために設置する Wi-Fi AP は、災害時及び平常時に対象施設の利用者がイ

ンターネット等を利用するうえで、利便性、安全性に優れたシステム（以下「本システム」という。）

であるために、本システムは次項以降の仕様とする。 
2. SSID 

(1) 各 Wi-Fi AP は、「0001_COMMON_Wi-Fi」の SSID を送出する 
(2) 各 Wi-Fi AP は、「Wi2」と「Wi2_club」の SSID を送出する 

3. 接続認証方法 
(1) 専用の接続認証画面を設け、パスワードを入力後、実在するメールアドレスまたは SNS アカウント

を登録することで認証が可能となるシステムである 
(2) 接続認証画面には、利用規約等を表示し、これに都度個別に同意したものが当該回線に接続できる 
(3) 利用者を制限する目的から、SSID に暗号キーを設定する。また、暗号キーは安全性を向上する為、

乙が変更することがある 
4. 多言語対応 

接続認証画面については、日本語の他、英語・中国語（繁体・簡体）・韓国語・タイ語に対応する 
5. リダイレクト 

接続認証完了後、始めに接続され表示するページの URL は気象庁ホームページとする 
6. サービス提供時間 

(1) 24 時間 365 日の利用が可能 
(2) 利用者向けのコールセンターは 365 日 10:00～19:00（対応言語 日本語・英語）とする 

7. 利用接続 
同一アクセスポイントを利用している利用端末間での直接の通信接続は出来ない 

8. フィルタリング 
有害サイトアクセス制限サービスを実装する。閲覧を制限するサイトは次のとおりとする 

(1) 青少年に有害なサイト（暴力・アダルト等） 
(2) 子供たちに対する性的虐待及び児童買春等の犯罪を助長するサイト（児童ポルノ等） 
(3) セキュリティ上危険なサイト（ワンクリック詐欺・フィッシング詐欺等） 
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J:COM ブックス施設向け利用に関する覚書 
 
JR 西日本プロパティーズ株式会社（以下、「甲１」という）、三菱地所レジデンス株式会社（以下、「甲２」とい

う）（以下、「甲１」「甲２」を総称して「甲」という）と株式会社ジェイコムウエスト神戸三木局（以下｢乙｣と

いう）とは、甲の所有する集合住宅の施設(以下「集合住宅」という)に対し、甲乙間において   年 月 日に締

結された「集合住宅一括契約に関する覚書」(以下「原覚書①」という)及び   年 月 日に締結された「共用部

Wi-Fi の利用に関する契約書」(以下「原覚書②」といい、原覚書①と合わせて「原覚書」という)に追加して、乙が

J:COM ブックス施設向け利用サービス(以下「本サービス」という)を提供することに関して、次のとおり覚書(以下

「本覚書」という)を締結する。なお、本覚書に別段の定めがある場合を除き、本覚書に定める用語の定義は原覚書

の定めに従うものとし、本覚書に定めのない事項は原覚書の定めに従うものとする。  

 

第 1 条(目的及び利用者の定義) 

1． 本覚書は、乙が本サービスを甲及び下部に記載する対象集合住宅(以下「集合住宅」という)に提供する業務につ

いて必要な事項を定めることを目的とする。 

2． 本サービスは、乙またはサービス提供会社より提供されるものとし、本覚書の規定の他にサービス提供会社(本

覚書第 5 条のコンテンツプロバイダー含む)が別途提示する規約(以下「提供サービス規約」という)によるもの

とする。 

3． 本サービスの利用は、集合住宅内の各居住者及び甲が別に認める利用者(以下総称して「サービス利用者」とい

う)に限るものとし、甲は本覚書の定めその他のサービス利用者が遵守すべき事項について、サービス利用者に

遵守させるものとする。 

 

第 2 条(本サービスの内容、利用方法) 

1. 甲は、本サービスを本覚書により乙に申込むことにより、集合住宅内において、サービス利用者に対し、集合住

宅内に滞在する期間のみサービス利用者の保有する端末で、以下の各号に定めるサービスを無償で利用可能にす

ることができるものとする。ただし、サービス利用者の利用可能端末数に関しては甲が 5 台単位で申し込むもの

とし、甲が第 3 条 2 項に記載する申し込み台数を本サービスの同時利用可能端末数の上限とする。 

(1) 乙が定める AndroidOS 搭載デバイス及び iOS 搭載デバイス(以下「対応端末」という)用のアプリケーショ

ン、デジタルコンテンツ等の一切のコンテンツ(以下、併せて「本コンテンツ」という)を閲覧、検索、ダウ

ンロードすること 

(2) 自己が発信する一切の情報(以下「ユーザーコンテンツ」という)を他者と共有し、又は自己若しくは他者の

ユーザーコンテンツを閲覧、検索、ダウンロードすること 

(3) その他本コンテンツ等を乙が定める方法で利用すること 

2. 甲は、サービス利用者が本サービスを利用する場合、乙がサービス利用者に別途提示する利用規約(以下「個別

規約」という)にサービス利用者が承諾する必要があることをあらかじめ了承するものとし、必要に応じてサー

ビス利用者に説明するものとする。 

3. 乙は、甲に対する事前の通知なく、乙の判断により、本サービスの内容の変更又は提供条件の変更(提供される
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【仮】



本コンテンツの変更を含む)を行うことができるものとする。 

 

第 3 条(本サービス提供条件について) 

1． 乙が本覚書により提供する業務の対価は、原覚書①に定める集合住宅一括契約月額利用料に含まれるものとする。

なお、甲は、当該一括契約月額利用料は、理由の如何にかかわらず、本サービスの停止又は本覚書の終了により

変更されるものではないことをあらかじめ承諾するものとする。 

2． 乙は、以下の同時利用可能端末台数を超えない範囲で本コンテンツをサービス利用者に無償で利用させるものと

する。 

 

提供場所：①キッチンスタジオ・マルチスタジオ 

②ウッドヴィラ（木造共用棟） 

同時利用可能端末台数：①キッチンスタジオ・マルチスタジオ 10 台 

      ②ウッドヴィラ（木造共用棟）10 台 

 

ただし、甲は、本コンテンツ内の一部の機能を利用等するに際し、別途利用料(以下「本サービス追加利用料」と

いう)が発生する場合があることをあらかじめ承諾するものとする。 

3． 甲は、サービス利用者の本サービスの利用が、利用可能端末と乙が集合住宅で利用されている原覚書②に基づき

提供される Wi-Fi サービス(以下「Wi-Fi サービス」という)の定めに従い提供する Wi-Fi サービスとが接続され

ている場合に限ることをあらかじめ承諾するものとする。 

4． 甲は、本件集合住宅の入居説明会、内覧会等での乙による本件居住者へ乙が J:COM ブックス利用規約に定める

J:COM ブックス(以下「J:COM ブックス」という)サービスに関する説明と承諾の機会を設け、乙と居住者との J:COM

ブックス個別契約の締結拡大に協力するものとする。 

5． 甲は、サービス利用者の月額利用権等の有料サービスの購入にあたり、利用以前に、乙またはサービス提供会社

が定めた利用料金(以下、「追加利用料」という)を乙に支払うことを承諾するものとする。 

6． 甲は、サービス利用者に対し、甲乙連名により作成する重要事項説明書を、サービス利用者の入居時その他の適

宜の時期に交付するものとする。 

7． 甲は、前項の義務を、乙に委託することができるものとする。この場合において、甲は、乙の当該配布業務の遂

行について必要な協力をするものとする。 

第 4 条(集合住宅の登録) 

甲は、本サービスの利用にあたり本サービスに物件情報等の集合住宅を登録する必要があることをあらかじめ承諾

するものとする。なお、乙が定める集合住宅を一意に特定するための情報(以下、「集合住宅エリア情報」という)の

登録にあたり、甲は乙の求めに応じて必要な協力をするものとする。 

 

第 5 条(本サービスのコンテンツの利用について) 

本サービスにより提供される本コンテンツの一部は、各コンテンツプロバイダー等(以下「コンテンツプロバイダ

ー等」という) によって提供されるものとする。甲は、本コンテンツの利用に際して、本覚書の定めの他に、当該本
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コンテンツのコンテンツプロバイダー等が定める利用条件を遵守することに同意するものとする。 

 

 

第 6 条(禁止事項) 

1． 甲は、本サービスに関して以下の行為をしてはならないものとする。 

(1) 本サービスを、犯罪行為その他の反社会的行為、もしくはこれを予告・関与・助長するために用いること 

(2) 本サービスを、他人の権利、プライバシーの侵害、個人情報の不正取得、その他不正の目的をもって利用す

ること 

(3) 本サービスを、ストーキング行為を行う等、方法のいかんを問わず、第三者に対する嫌がらせに利用するこ

と 

(4) 本サービスを、乙が提供する管理ソフトを回避する方法で、各プロバイダのサービス、コンテンツを利用す

ること 

(5) 専用のクライアントソフトウェア(以下「クライアントソフトウェア」という)を、端末の利用者に無断でイ

ンストールし、利用すること 

(6) 正当な理由なく、クライアントソフトウェアを端末にインストールすることを強制すること 

(7) 本サービスを、甲が利用権限を有しない端末を正当な理由無く利用・管理するために用いること 

(8) 本サービスを第三者に許諾すること 

(9) 本サービスを第三者に再許諾すること、本サービスに関連して使用される乙または第三者の著作権、商標権

その他一切の権利を侵害する行為、またはそのおそれのある行為をすること  

(10) リバースエンジニアリング、逆コンパイルまたは逆アセンブル、修正、翻訳、その他改造行為 

(11) 本サービスを接続しているサーバーもしくはネットワークを妨害したり混乱させたりすること 

(12) ID 等を不正に使用しまたは使用させること 

(13) 虚偽又は誤解を招くような内容を含む情報等を、掲載等し又は登録する行為 

(14) 他人(乙と契約を締結する他の第 3 者を含み、以下本条において同じ)の名前その他の情報を不正利用する行

為 

(15) 乙又は他人の産業財産権(特許権、商標権等)、著作権、企業秘密等の知的財産権を侵害する行為 

(16) 乙又は他人の信用若しくは名誉を侵害し、又は他人のプライバシー権、肖像権その他一切の権利を侵害する

行為 

(17) 本サービスの運営・提供若しくは他第 3 者による本サービスの利用を妨害し、又はそれらに支障をきたす行

為 

(18) 選挙の事前運動、選挙活動又はこれらに類似する行為のために本サービスを利用する行為 

(19) 本サービスを利用することについて、サービス利用者から対価を受領すること(集合住宅の利用もしくは集

合住宅において本コンテンツを除き甲が提供するサービスの対価は、本サービスの利用の対価には含まれな

いものとする。) 

(20) 本サービスのコンテンツを無断で集合住宅等に掲載すること 

(21) 法令又は公序良俗に違反する行為 
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(22) コンピュータウイルスなど、有害なプログラム・スクリプトの類を誘導する行為 

(23) 本条に定めるほか、本規約に違反する行為を行うこと 

(24) その他、乙が不適当と判断した内容又は行為 

2． 甲は、本サービス(又は本サービスに接続されているサーバーとネットワーク)を阻害又は妨害するいかなる行為

にも関与しないことに同意するものとする。 

3． 甲は、本コンテンツを、乙又は任意の第三者によって運用されているサーバー、ネットワーク、又はウェブサイ

トを阻害又は妨害するような方法で使用しないことに同意するものとする。 

4． 甲は、乙との別段の合意で明確に許可を得ている場合を除き、いかなる目的であっても本コンテンツを複写、複

製、コピー、販売、取引、転売しないことに同意するものとする。 

5． 甲は、乙と別段の合意がある場合を除き、乙が提供するインターフェース以外の手段で本サービス及び本コンテ

ンツにアクセスしない(又はアクセスを試みない)ことに同意するものとする。 

 

第 7 条(利用上の注意事項) 

1． 甲は、乙が Wi-Fi サービス機器の交換等により、集合住宅エリア情報に変更が発生する場合には、集合住宅エリ

ア情報が再登録されるまでの間、本サービスが利用できないことをあらかじめ承諾するものとする。なお、当該

機器の取り扱いについては、原覚書②の定めに基づくものとする。 

2． 本サービスの利用において、前項の Wi-Fi サービスを除く対応端末等の各費用は甲もしくはサービス利用者が負

担するものとする。なお、甲は、対応端末等が環境を満たさない、Wi-Fi サービス等に利用制限がある場合に乙

が本サービスの利用の一切の保証をしないことをあらかじめ承諾するものとする。 

3． 乙は、本サービスや本コンテンツを構成する製品内容について、甲が継続的に利用できることを保証するもので

はなく、本サービスや本コンテンツの内容について、事前の通告なく変更・終了することが出来るものとするこ

とを甲はあらかじめ承諾するものとする。この場合についても、乙は、甲に対し、いかなる補償をしないものと

し、甲はこれを承諾するものとする。 

 

第 8 条(免責事項) 

1． 乙は、甲による本サービスの完全性や正確性等、また、本サービス利用に関連して生じた責任、負担、損害及び

損失(集合住宅の情報や集合住宅エリア情報の漏洩、通信機器等の設備の故障を含み、これらに限らない)につい

て、一切責任を負わないものとし、甲自らの責任において処理することとする。 乙は、以下の各号に関する、ク

レーム、主張、要求、責任、負担、損害及び損失について、一切責任を負わないものとする。ただし、乙の故意、

過失に起因する場合はこの限りでない。 

(1) 本サービスを通じて購入、または取得した商品やサービスの内容、数量、性質、データの消失、紛失、サー

ビス利用者の乙が貸し出した場合の対応端末での利用の可否、集合住宅での利用の可否 

(2) 本サービスを提供する機器の故障、トラブル、停電、通信回線の異常ならびにシステム障害等の不可抗力に

よる本サービスの中断 

(3) 本サービスを通じてなされた取引又は約束の履行可能性 

(4) 本サービスが甲の目的又は要求を満たしていること 
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(5) 本サービスに中断、障害が生じないこと 

(6) 本サービスが甲の期待する適切な時期に提供されること 

(7) 本サービスがエラーのないものであること 

(8) その他、原覚書に定める事項 

2． 甲は、甲による本サービスの利用又は本覚書への違反に起因して、乙又は第三者(サービス提供会社等を含みま

す)に対して損失、損害を与えた場合、又は第三者と紛争になった場合、自らの責任と負担においてこれを解決

するものとし、乙に何ら迷惑又は損害を与えないものとする。 

3． ただし、乙またはサービス提供会社において故意・過失が存在する場合は本条の限りではなく、本覚書に定める

範囲で責任を負うものとし、本サービスについて本覚書及び提供サービス規約に適合しない不具合（以下「契約

不適合」という）が存在する場合には、乙は無償にてその契約不適合に係る不具合を修補し、または代替品と交

換するものとする。 

 

第 9 条(通知、情報の配信等) 

1． 乙またはサービス提供会社が甲に対して通知を行う場合、又は本サービスに係る運営上のお知らせ、若しくは甲

にとって乙が有益と考える情報(乙若しくは第三者の提供する商品若しくはサービスに関する広告等を含み、 以

下、「お知らせ等」という)の配信(以下、「通知、配信等」という)を行う場合、乙またはサービス提供会社は、ア

プリ等にリンクを貼る方法もしくは乙が甲に対し書面にて通知(以下あわせて「通知」という)することにより、

これを行うものとする。 

2． 乙は、甲に対し、アンケート及びその他の本サービスに係る運営上の告知等を通知できるものとする。 

3． 乙は、本サービス、前項の通知において、乙及び第三者の提供する商品又はサービスに関する広告等の情報を掲

載(広告等の情報を表示したページにリンクを貼る行為を含む)することができるものとする。 

4． 甲は前項に定める乙またはサービス提供会社の通知等は、甲の端末の電源、電波等の状況により掲載、送信がで

きない場合や遅延する場合があることをあらかじめ承諾するものとする。 

 

第 10 条(甲に関する情報の利用) 

1． 乙は、甲の情報及び集合住宅の情報について乙のプライバシーポリシーに従って取り扱うものとする。 

2． 乙またはサービス提供会社は、集合住宅で利用された本コンテンツに含まれるアプリケーションや Web サービス

に係る利用情報(起動履歴等を含む)を取得することができるものとし、乙は当該情報を集合住宅の管理、本サー

ビスの提供、運営、品質向上、利用分析の向上、コンテンツプロバイダーとの売上配分計算、乙が甲にとって有

益と考える情報の配信のために利用すること、また、乙はコンテンツプロバイダー等に対し、集合住宅が特定で

きない情報に(不可逆的に)加工したデータをコンテンツプロバイダーその他の第三者に提供する場合があるこ

とをあらかじめ承諾するものとする。 

3． 乙が、集合住宅で利用された本コンテンツに係るコンテンツプロバイダー等に対し、当該本コンテンツが利用さ

れている属性(法人利用や利用業種等)を当該本コンテンツの利用状況を確認するために提供する場合があるこ

とを甲はあらかじめ承諾するものとする。 

4． 乙が、甲から別途承諾を得た上で、導入事例として集合住宅情報を本サービスに係る Web サイト上に掲載するこ
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とがあることを甲はあらかじめ承諾するものとする。 

5． 乙は、前各項の場合を除き、甲の情報及び集合住宅の情報を、甲の同意を得ることなく、第三者に提供しないも

のとする。 

 

第 11 条（秘密保持） 

前条に規定するほか、甲及び乙は、本覚書の履行に関し知り得た相手方の技術上、営業上の一切の秘密を他に漏洩

しないものとする。 

 

第 12 条(有効期間、本サービス利用契約の終了) 

1． 本覚書は本覚書締結日から効力を発し、原覚書のいずれかが終了するときにその効力を失うものとする。 

2． 事由の如何を問わず、本覚書終了に伴い、本サービス利用契約が終了した場合、甲は、本コンテンツその他本サ

ービスに関する一切の利用が継続できないものとする。 

3． 乙は、本サービス利用契約が終了した甲に係る情報、集合住宅の情報等甲に関係する一切の情報を削除すること

ができるものとする。 

 

第 13 条(損害賠償額の制限) 

1． 甲が、本サービスに関し、乙に故意・過失が存在することにより損害を被った場合であって、乙の修正等の処置

によりその損害が回復されなかった場合には、法的根拠のいかんを問わず、本覚書に定められた範囲・方法に従

うものに限り、乙は損害賠償責任を負うものとする。 

2． 乙は、本サービスの使用またはその使用不能により生じた特別損害、偶発的損害、間接損害、またはこれに類似

する損害については、いかなる場合においてもその責任を負わないものとする。但し、乙に甲または重過失があ

った場合はこの限りでない。 

3． 本条第 1 項の損害賠償の累計総額は、債務不履行、契約不適合、不当利得、不法行為その他の請求原因のいかん

に関わらず、当該損害の発生した月ないし年において、原覚書①に定める集合住宅一括契約月額利用料の年額利

用料相当の 20 分の 1 を上限額とするまた、本条第 2 項本文に記載した科目について乙は賠償責任を負うことは

なく、本項賠償額の総額の算定にも含まれないものとする。 

 

第 14 条（契約の解除） 

1．甲及び乙は、相手方当事者が本覚書または本覚書の条項の一にでも違反した場合には相当期間を定めて違反の是

正を催告し、当該期間中にかかる違反が是正されない場合には、本覚書を解除することができる。 

2．甲及び乙は、相手方当事者が次の各号の一にでも該当する場合には、何等の催告なくして本覚書を直ちに解除す

ることができる。 

(1) 自ら振り出しまたは引き受けた手形若しくは小切手が不渡りとなったとき、又は支払停止状態に至ったとき

(2) 公租公課の滞納処分を受けたとき。 

(3) 差押、仮差押、仮処分、競売、その他公権力の処分を受け若しくは破産、民事再生手続開始、会社更生手続

開始の申立のあったとき、または精算に入る等事実上営業を停止したとき。 
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(4) 上記各号の他、財産状態・会社経営の状態が悪化またはそのおそれがあると客観的・明白に認められる事情

が発生したとき。 

(5) 監督官庁から営業停止、許可取得等の指示を受けたとき。 

(6) その他、社会的信用を喪失し、または喪失することが明らかなとき。 

3．本条による解除は、違反当事者に対しての損害賠償請求（弁護士費用を含む）を妨げない。 

第 15 条（権利義務の承継） 

1．甲は、集合住宅管理組合が設立された後、本覚書にかかわる甲の地位及び権利義務一切を同組合に承継するも 

のとし、乙はこれを承諾する。 

2．甲が集合住宅の所有権を第三者に譲渡する場合、甲の本覚書の地位は、当該第三者に承継されるものとし、乙は

これを承諾するものとする。なお、甲は、当該第三者との譲渡契約またはこれに準ずる契約にその旨を明記する

ものとする。 

 

第 16 条（再委託） 

甲は、本覚書により乙の提供する業務を乙が第三者に再委託することがあることを予め承諾するものとする。 

 

第 17 条（管轄裁判所） 

甲及び乙は、本覚書に関する一切の調停、訴訟等の紛争については、甲または乙の本店所在地を管轄する簡易裁

判所または地方裁判所を専属的合意管轄裁判所とすることに合意するものとする。 

 

第 18 条（対象施設の利用者に対する了解） 

甲は本覚書に含まれる甲において遵守すべき事由等、対象施設において乙のサービスを利用する者に対して、本

覚書に定める事項を周知しなければならないものとする。なお、対象施設の利用者からの乙への問い合わせについ

ては、乙が責任をもって対応するものとし、甲に一切の迷惑をかけないものとする。 

 

第 19 条(協議事項) 

本覚書に定めのない事項または本覚書に関する疑義が生じた場合は、甲及び乙いずれも誠意をもって協議の上、円

満に解決するものとする。 
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本覚書締結の証として本書 2 通を作成し、甲１甲 2 及び乙記名捺印の上、甲１と乙が各 1 通、甲２は写しを保

有する。 

 
 

 年  月  日 
 

甲１：  

  

 

 

 

甲２： 

 

 

   
   
 

 乙 ： 

  
 
 
 
 

 
 

                                      
 
 
 
 

 

                     

【対象集合住宅】 

 

建物の所在地  神戸市垂水区舞子台１丁目 19 番 1（地番）                  
 
建物の名称   プレディア神戸舞子レジデンス                （世帯数 350 世帯） 
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  給湯延長保証サービスについて  

 

給湯器を、メーカー保証期間を含む、ガス開栓から最大 10 年まで保証いたします。 

その間の修理費（基本料・技術料・部品代）は無償です。 

※ガス開栓が無い場合でも、機器の試運転完了日から 1 年を過ぎると保証が開始されます。 

ガス温水端末機器(床暖房+ミスト機能付き浴室暖房乾燥機)も保証対象となります。 

※床暖房の保証は床暖房のリモコンのみが対象となります。パネルや温水配管は対象外です。 

受付は 365 日、24 時間体制です。故障の際にはガスのプロがおうかがいします。 

※ガスの供給を他のガス事業者へ変更をした場合は、 給湯延長保証契約は解約になります。 

 

【サービス内容】 
１．「新築時限定 ⼤阪ガスの給湯延⻑保証」は、契約対象のガス給湯器またはガス温⽔端末機が

故障した際の修理を実施するサービスです。ガス機器自体の安全性や品質を保証するものでは
ありません。 

【解約】 
２．以下条件の場合、延⻑保証契約は解約となります。 
 ●⼤阪ガスまたはびわ湖ブルーエナジーの都市ガス以外をご利用された場合 
  （例：オール電化、プロパンガス、他都市ガス会社など） 
 ●保証対象機器を移設した場合 
 ●保証対象機器の部品保有期限が過ぎた場合 

ジャンル 部品保有期限 
給湯 売り止め日から 10 年 

３．一度解約すると、再契約は出来ません 
４．⼤阪ガスの「らく得保証」、ガス機器メーカー等の保証サービスには移行できません。 
５．お客さまからの申請による解約はできません。 
【保証範囲・免責事項】 
６．使用誤りや自然災害、また故障事象が再現しない場合や電池・お手入れに起因する不具合・消

耗品などには保証の対象となりません（詳しくは⼤阪ガスから送付される「保証内容のお知ら
せ」裏面をご参照ください）。また、故障・不具合または損傷に伴う二次被害についても保証の
対象外です。 

７．⼤阪ガス製品以外の場合、担当店にて一次訪問対応後、メーカーへ依頼する場合があります。
尚、メーカーへの修理依頼は⼤阪ガスおよび⼤阪ガス代理店が行います。お客さまが直接メー
カーさまに修理依頼を行った場合、費用が発生する場合があります。 

８．保証業務の実施に要する電気、⽔道、ガス料金その他の費用は、お客さまの負担になります。 
９．原則、ガスの開栓日が保証開始となります。但し、ガスの開栓が無い場合でも、機器の試運転

完了日から 1 年が過ぎると自動で保証開始されます。ガスの開栓後、約 2 ヶ月程度で「保証内
容のお知らせ」をお客さまに郵送します。保証内容の通知であり、修理対応の際に必要となり
ます。 

【機器確認】 
10．ご契約内容に準じて、お客さまに、メーカー保証終了後、年 1 回、保証対象機器の設置確認

を実施させていただきます。 
11．保証対象機器の設置確認実施予定月の前月にダイレクトメールをお客さまに送付し、担当店

よりご連絡のうえ、実施いたします。 
【お願い事項】 
12．保証対象機器には、保証加入を示すシールを、給湯機器本体正面および台所リモコン正面に

貼付します。剥がさないようお願いします。 
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山留材:H-346×174×6/9山留材:H-346×174×6/9山留材:H-346×174×6/9山留材:H-346×174×6/9山留材:H-346×174×6/9山留材:H-346×174×6/9山留材:H-346×174×6/9

天端:約GL-500㎜天端:約GL-500㎜天端:約GL-500㎜天端:約GL-500㎜天端:約GL-500㎜天端:約GL-500㎜天端:約GL-500㎜

ＰＣ杭:φ350mmＰＣ杭:φ350mmＰＣ杭:φ350mmＰＣ杭:φ350mmＰＣ杭:φ350mmＰＣ杭:φ350mmＰＣ杭:φ350mm

天端:約GL+1,450㎜天端:約GL+1,450㎜天端:約GL+1,450㎜天端:約GL+1,450㎜天端:約GL+1,450㎜天端:約GL+1,450㎜天端:約GL+1,450㎜

ＰＣ杭:φ350mmＰＣ杭:φ350mmＰＣ杭:φ350mmＰＣ杭:φ350mmＰＣ杭:φ350mmＰＣ杭:φ350mmＰＣ杭:φ350mm

天端:約GL-3,250㎜天端:約GL-3,250㎜天端:約GL-3,250㎜天端:約GL-3,250㎜天端:約GL-3,250㎜天端:約GL-3,250㎜天端:約GL-3,250㎜
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埋設物図埋設物図埋設物図埋設物図埋設物図埋設物図埋設物図
【ＧＬ±０＝３５.３５】【ＧＬ±０＝３５.３５】【ＧＬ±０＝３５.３５】【ＧＬ±０＝３５.３５】【ＧＬ±０＝３５.３５】【ＧＬ±０＝３５.３５】【ＧＬ±０＝３５.３５】

長さ:約14,000㎜長さ:約14,000㎜長さ:約14,000㎜長さ:約14,000㎜長さ:約14,000㎜長さ:約14,000㎜長さ:約14,000㎜

長さ:約9,300㎜長さ:約9,300㎜長さ:約9,300㎜長さ:約9,300㎜長さ:約9,300㎜長さ:約9,300㎜長さ:約9,300㎜

長さ:約6,500㎜長さ:約6,500㎜長さ:約6,500㎜長さ:約6,500㎜長さ:約6,500㎜長さ:約6,500㎜長さ:約6,500㎜

長さ:約9,500㎜長さ:約9,500㎜長さ:約9,500㎜長さ:約9,500㎜長さ:約9,500㎜長さ:約9,500㎜長さ:約9,500㎜

長さ:約9,500㎜長さ:約9,500㎜長さ:約9,500㎜長さ:約9,500㎜長さ:約9,500㎜長さ:約9,500㎜長さ:約9,500㎜

長さ:約9,000㎜長さ:約9,000㎜長さ:約9,000㎜長さ:約9,000㎜長さ:約9,000㎜長さ:約9,000㎜長さ:約9,000㎜
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【従前建物】【従前建物】【従前建物】【従前建物】【従前建物】【従前建物】【従前建物】
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 （ 案）   
 
 

        土地使用貸借契約の承継届 
 
 
                            令和  年  月  日 
 
 
   兵庫県神戸県民セン タ ー長 様 
 
 
              （ 承継者） 住所 神戸市垂水区舞子台１ 丁目２ 番●号 
 
                   氏名 プレ ディ ア神戸舞子レ ジデンス管理組合 
 
                       管理代行 

Ｊ Ｒ 西日本住宅サービ ス株式会社 
                       代表取締役 ●● ●● 
 
 

兵庫県が施行し た急傾斜地崩壊防止施設のために必要な下記の土地についてＪ Ｒ 西日本プ

ロ パティ ーズ株式会社及び三菱地所レ ジデン ス株式会社と 兵庫県と の間で、 平成６ 年３ 月  

２ ９ 日付けで締結し た「 土地使用貸借契約書」 （ 以下「 原契約書」 と いう 。 ） について、 原

契約書第７ 条の規定に基づき 、 契約書、 契約の内容及び義務を 異議無く 承継し たこ と を 届け

ます。  

 
 
                   記 
 
 

〔 土地の表示〕  

 
 神戸市垂水区 

所   在 地  番 地 目 
公簿面積 

（ ㎡）  

貸借面積 

（ ㎡）  
備 考 

舞子台１ 丁目 １ ９ 番１  宅地 13423. 81 
393. 04 

（ 19 番 1 の 

一部）  
 

 

 

 

【 添付書類】 １  印鑑証明書 

      ２  土地登記簿謄本 

３  代表者事項証明書（ 法人の場合）  

 
 
 
 
 
 

- 9 7 -


